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修昭和52年 度情報処理関係施策

1 通商産業省における情報処理関係施策

通商産業省機械情報産業局電子政策課

1.自 由化後 の状 況

昭和50年12月 の電子計算機輸入の自由化に引 き続 く昨

年4月 のソフ トウェア産業の資本の自由化によ り,わ が

国,情 報産業は完全に自由化時代を迎え,外 国系メーカ

ー と裸の競争を行 うことになった。 しかしその後 も国産

機メーカーは着実にコンピュータ市場でのシェアを増や

し続けてお り,昭 和51年9月 末の電子計算機の実動状況

をみると同年6月 末に対する設置金額の伸びは,外 国機

は3.4%で あるのに対し国産機は4.3%で あり,シ ェア

別にみると6月 末に比べ国産機がシェアを0.2%増 やし

57.0%と している。 これは国産機メーカーに競争力がつ

いたことを示す ものであるが,世 界的に情報産業はいま

なお急速な技術革新をとげてお り,今 後 ともシェアを維

持,拡 大してい くため,昭 和52年 度において も情報処理

関係施策の継続及びい くつかの新たな施策が講じられる

こととなっている。

2.昭 和52年 度 施策 の概 要

通商産業省の行う情報関係施策の第1の 柱は電子計算

機産業振興策であり,第2は 情報処理産業振興策である。

第3の 桂 としては社会システムの開発であ り,第4は 情

報化のための基盤整備であり,さ らに行政情報処理の推

進がある。

(1)電 子計算機産業振興策

①次世代電子計算機用大規模集積回路の開発促進

(単位:百 万円)

IBMで は,現 在の370シ リーズに比べて価格性能比

を格段 と向上 させ,ソ フ トウェアや周辺端末装置にも革

新的な技術を盛 りこんだ次の世代の電子計算機,通 称F

S(FutureSystem)を 開発中であり,わ が国 としても

これに対抗しうる電子計算機を早急に開発する必要があ

る。

FSの 技術的中核となるのは,現 在のLSI(大 規模

集積回路)を さらに高密度,高 速度化 した超LSIで あ

る。このため昭和51年 度に創設した次世代電子計算機用

大規模集積回路(超LSI)開 発促進費補助金 を拡 充

し,わ が国における次世代電子計算機用の超LSIの 研

究開発 を促進する。

②電子計算機振興のための開銀融資

(単位:百 万円)

項 目
52

日本電子計算機㈱のレンタ
ル資金確保のための開銀融
資

電子計算機産業の構造改善
のための開銀融資

ソフ トウェア開発の ための

開銀融資

55,000

前 年 度

47,000

その他
枠の うち

その他
枠 の うち

較増△

項 目
52年 度
予 算 額

前 年 度 比較増△減

次世代電子計算機用大規模
集積回路開発促進費補助金

8,640 3,500 5,140

強力な資金力,販 売力 をもつIBM等 の米国系メーカ

ーに対抗してわが国電子計算機メーカーの販売力を強化

するため,日 本電子計算機㈱(JECC)へ の開銀融資

を拡充するとともに引き続 き国産メーカーに対して構造

改善及びソフ トウェア開発のための開銀融資を行ってい

る。

(i)日 本電子計算機㈱のレンタル資金確保のための開

銀融資

電子計算機の販売はその大半をレンタル販売によって

いるが,こ の方式はユーザーにとっては初期導入資金が

1
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不要であり,技 術革新に伴 う陳腐化の危険を回避できる

等のメリットがある。しかし他方,メ ーカーにとっては

それに伴う膨大な販売資金負担を,必 要 とすることとな

る。 このためその負担を軽減し,国 産電子計算機メーカ

ーの育成を図るため,昭 和36年 に発足した日本電子計算

機㈱に対し開銀資金を投入することによりレンタル資金

の確保を行って来た。電子計算機は50年 中に完全な自由

化が行われ,以 後IBM等 の強大な米国系メーカーとの

生の競争を展開して来ているが,こ のような状況にあっ

て本年度 も日本電子計算機㈱に対する開銀融資を行 う。

(ii)電 子計算機産業の構造改善のための開銀融資

電子計算機産業の国際競争力等を強化するため,国 産

メーカー-6社 は業務提携等により体制整備を進めている

が,こ れを一層促進するため,体 制整備を実施している

メーカーに対 して引 き続き設備投資資金の融資を行 う。

(iii)ソ フ トウェア開発のための開銀融資

今後一層重要性の増すソフ トウェアの開発を促進する

ため,電 子計算機メーカーおよびソフ トウェア企業に対

し,ソ フ トウェア開発および,情 報処理技術者の教育,

研修のために取得する電子計算機,建 物土地,お よび教

育,研 修施設並びにそれらの付属設備等につき融資を行

う。

③電子計算機買戻し損失準備金制度の延長

電子計算機メーカーは,日 本電子計算機㈱等を通 じて

レンタルを行っているが,ユ ーザーがレンタルを止めた

場合には電子計算機を買い戻す こととなる。 この時の損

失に備えるため,売 上げの20%を 準備金として損失算入

を認める本制度は51年度で期限到来しtが,メ ーカーの

企業体質を強化 させ,あ わせてJECC体 制を維持する

ためにさらに2年 間延長する。

(2)情 報処理産業振興策

①ソフ トウェア生産技術開発計画の推進

(単位:百 万円)

項 目 52年 度
予 算 額 前 年 度 比較増△減1

ソフ トウ ェア生産技術 開

発特別 委託
850 500 350

51年4月 に全面的な資本自由化を迎えたわが国情報処

理産業は,早 急にその体質を強化し,真 に知識集約型産

業として脱皮する必要に迫 られている。手作業に頼 って

2

いる現在のソフ トウェア生産を,エ レクトロニクス技術

駆使方式に切 り換え,プ ログラム生産性の飛躍的向上,

信頼性の増大等を実現するため,昭 和51年 度に創設しtc

情報処理振興事業協会に対するソフ トウェア生産技術開

発のための特別委託開発制度を今年度は更に拡充する。

②情報処理振興事業協会運営費補助

(ソフ トウェア生産技術開発を除 く)

(単位:百 万円)

項 目 惇 ㌶ 前年剛比醐 △減

情 報処理振興事 業協会運
営 費補助 金(但 しソフ ト
ウ ェア生産技術 開発 を除

く)

1,198 1,233 △35

ソフ トウェアの開発および流通の促進,情 報処理サー

ビス業等の育成に関する事業を実施することにより,情

報処理の振興を図ることを目的 として昭和45年10月1日

に設立 された 「情報処理振興事業協会」(IPA)に 対

して先進的汎用プログラムの委託開発,買 上げおよび貸

付に要す る経費について補助を行う。

③情報処理振興金融措置

(単位:百 万円)

項 目
52年 度

予 算 額 前 年 度 比較増△減

情報処理振興金融措置 11,000 13,000 △2,000

情報処理振興金融措置は,資 金運用部の金融債引受を見

返 りとして,長 期信用銀行3行 が,融 資を行 うものであ

る。本措置は昭和51年度限りの臨時的特例措置 となって

いるが,情 報処理産業の企業基盤の強化を図るため,本

措置の有効性に鑑み,昭 和52年 度以降も本措置を延長す

ることとなった。

融資対象は次の とお りである。

(i)情 報処理サービス業者等の電子計算機導入,プ ロ

グラム開発,情 報処理技術者の教育その他その業務の高

度化に必要な資金

(ii)一 般企業のプログラム開発および情報処理技術者

の教育に必要な資金

(3)社 会システムの開発

①医療情報システムの開発

高度福祉社会の中核 となる医療制度は,現 状ではへ き

地医療,救 急医療の立遅れ,予 防医学の遅れ,診 療混雑

」
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(単位:百 万 円)

項 目 厚 ㌶ 前 年 劇 此鯛 △減

医療情報 システム開発費 440 461 △21

等,解 決すべ き多くの問題点を抱えている。

この解決を図るためには,現 代科学技術の先端である

コンピュータを中心 とする情報処理技術 と,近 年著し

い進歩をみせている医用電子技術を活用した医療情報シ

ステムの開発を図 りわが国医療サービスの向上 と地域格

差,是 正を図る必要がある。

このため各種医療用画像情報処理装置,病 院内情報処

理装置,医 療用言語等を含む総合的な医療情報システム

● を開発す・・ととし,昨 軸 ・引 き続 き,厚 生省 ・齢

して㈲医療情報 システム開発センターに対する委託研究

を推進する。

②生活映像情報システムの開発

(単位:百 万円)

52年 度項 目
予 算 額 前 年 度 比較増△減

生活映像情報システム開
発費

439 553 △114

(単位:百 万円)

項 目 52年 度

予 算 額
前 年 度 比較増△減

貿 易情報 システム開発費 47 108 △61

ン シ ス テ ム,周 辺 端 末 機 器等 の調 査,開 発 を推 進 す る
。

④ パ ター ン情 報処 理 シ ス テ ムの 開 発

(単位:百 万 円)

近年急速な技術進歩を遂げつつあるCATV,ビ デオ

・パ ッケージ等を技術的な基礎として,こ れとコンピュ

ータを組み合わせた双方向生活映像情報システムは,C

AI,フ ァクシ ミリ,TVシ ョッピング等広汎なサービ

スを提供できる機能を有 し,来 たるべ き情報化社会の日

常生活に大きな 影響 を与 えるものとして期待 されてい

る。

このような映像情報システムは,生 活全般にわたる総

合情報処理システムであるため,実 験 タウンを設け,機

器開発を含 めたシステム全体の開発や利用者の具体的 ・

定量的ニーズの把握を行うとともに,技 術的な信頼性に

関し実際のオペレーシ。ンを実施 しつつ実験することが

必要である。

このため奈良県東生駒地区をモデル タウンとする生活

映像情報システムの開発を引 き続 き推進する。

③貿易情報システムの開発

電子計算機の導入,貿 易書式,コ ー ドの標準化等にょ

り増大する貿易関係業務の円滑な処理を図るため,関 係

省庁と協力 しつつ,貿 易取引に関連するアプリケーシ ョ

項 目 52年 度

予 算 額 前 年 度 比較増△

パ ター ン情 報処理 システ
ム研 究開発費(大 型プ ロ
ジ ェク ト)

2,916 3,390 △474

41年度以来推進して きた超高性能電子計算機の開発に

引 き続 き,46年 度から,文 字,図 形,物 体の形状,音 声

などいわゆるパターン情報をそのまま入力,認 識 処理

できる新しい世代の電子計算機システムとして,パ ター

ン情報処理システムの研究開発を行ってお り,52年 度に

おいても引 き続きその開発を推進する。

⑤情報システム化促進のための開銀融資

(単位:百 万円)

項 目
52
予

情 報 シス テム化促進の た
めの 開銀融 資

その他枠
の うち

前 年 度 比較増△

その他枠
の うち

今後 とも一層充実が望まれるオンラインを利用したシ

ステムおよび医療 ・交通 ・防災 ・生活労働環境等の諸問

題の解決に資する社会性の高いシステムの導入等に必要

な設備資金につき融資を行 う。

(4)情 報化のための基盤整備

①国際協力 ビジ。ンの策定

(単位:百 万円)

項 目 撃羅 「前轍 比較増△減1

海外情報化調査費 3
`

0 3

わが国電子計算機産業等の秩序 ある海外進出,国 際協

力の一環 として海外情報化に協力するために,従 来から

行って きた国内の情報化調査に加えて,海 外調査等を行

い,国 際協力ビジョンの策定を行 う。

②システム監査マニュアルの作成

コンピュータシステムに対する信頼性を一層高め,健

全な情報化社会を実現するためには,シ ステム監査の方

3
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(単位:百 万円)

項 目 厚 ㌶ 前 年 度 比較増△減

システム監査 に関す る調

査研究費
6 0 6

法等を明確にすることが必要である。 このために,シ ス

テム監査についてのマニュアルを作成する。

③情報処理技術者試験の実施

(単位:百 万円)

実に資するため,コ ンピュータ保有企業の安全対策の実

施状況につき調査すると共に,51年 度に作成した安全対

策基準の普及を図る。

⑦情報化週間の実施

(単位:百 万円)

項 目 鞭 割 前鞭 比較増△減
一

情報化週間実施 1 1

'

項 目 霧 前轍 較増△

情報処理技術者試験実施
費

52 47 5

情報化社会の健全な発展を図るためには優秀な情報処

理技術者の育成確保に努める必要がある。 このため,情

報処理技術者試験を実施する。

④商工会議所等への電子計算機導入の促進

(単位:百 万円)

目 障 ㌶ 前轍i比 輔 △減

情報化社会への円滑な発展を図っていくためには,わ

が国情報処理の高度化を促進しつつこれと併行して国民

の理解 と関心を深め情報化の進展に即応した正 しい知識

を普及 させていくことが必要不可欠である。 このため47

年度以卵 綴化週間を実施してい・・㍉52鞭 も麟 処 ■

理に関する各種行事を10月の第1週 に開催する。

⑧情報処理サービス企業等台帳の作成

(単位:百 万円)

項

商工会議所等への電子計
算機の導入促進

88 補
oo
費
6
備設

)
(
助

△512

中小企業の記帳機械化を促進するため,商 工会議所等

に対して,そ の電子計算機レンタル料の一部を都道府県

を通 じて補助する。

⑤情報ネッ トワーク形成基礎調査

(単位:百 万円)

項 目 厚 ㌶ 前 年 度 比較増△減1

情 報 ネッ トワー ク形成基
礎 調査

2 2 一

情報化の浸透につれ,コ ンピュータのTSS型 利用を

中心 とした情報ネットワークの形成が内外で急速に進め

られているが,52年 度においてもこのような国際情報ネ

ットワークについてわが国におけるネットワーク育成等

の政策立案に資するため,引 き続 きその実態の調査研究

を行 う。

⑥ソフ トウェア等の安全対策

(単位:百 万円)

項 目 霧 轟前 年 度 比較増△減

ソフ トウ ェア等の安全対策 1 1 一

ソ フ トウ ェ アや コ ン ビ ュー'タシ ス テ ムの安 全 対 策 の 充

項 目1霧 籍 前 年 度 比較増△減

情報処理サービス企業等
台帳の作成

1 1 一

情報処理サービス企業等の機密保持の実態等を明らか

にした台帳を作成し,ユ ーザの閲覧に供することにより

その外注先の選択を容易にするとともに,業 界全体の機

密保持の水準向上を図る。

(5)行 政情報処理の推進

①省内情報処理の推進

(単位:百 万円)

項 目 鞭 籍.前 年難 較増△減1

省内情報処理の推進
'
3,248 2,885 363

省内電子計算機による各種業務の情報処理の推進およ

びタイムシェアリングシステムの拡充,政 策情報システ

ムの開発等を行う。

②政府共通の電子計算機利用技術の開発

(単位:百 万円)

項 目
52年 度
予 算 額 前 年 度 比較増△減

各省庁共通電子計算機利
用技術の研究開発

65 65 一

リソース ・シェアリング ・システム,統 計システム,

文字情報 システム等各省庁に共通する電子計算機利用技

術の調査研究およびシステム開発を推進す る。

一4一
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笏昭和52年 度情報処理関係施策

皿 郵政省における情報処理関係施策

郵政省電気通信監理宮室

郵政省の行 う施策の概要

48年 秋のオイル ・シ。ック以来,わ が国の経済は,総

需要抑制安定成長 を目途 としナこ政策運営が行 わ れ て き

た。この結果,物 価高騰は鎮静化したものの,経 済活動

は低迷化し,国 内の不況感を払拭し得ないまま輸出 ドラ

・fブがかか り,欧 米諸国との軌礫が生 じていることは衆

知の とお りである。こうした大勢に も抱らず,情 報処理

産業分野はここ数年順調な伸びを示しているが,51年 度

においては外資系情報通信事業の日本進出,昨 秋から今

春にかけての一部企業の倒産な どの問題にも直面した。

郵政省は,通 信を主管す る官庁 として,自 らそのサー

ビスの一部(郵 便)を 提供してい るほか,通 信関連産業

全般(放 送,電 波,CATV,電 信 ・電話,フ ァクシ ミ

リ及びデータ通信な ど)に 対し,公 共の福祉の増進を目

途 として,所 要の規律,監 督及び助成等の措置を講じて

いる。

これらの うち情報処理関係施策 としては,

①データ通信回線利用制度の整備

②データ通信の振興

③関連電気通信技術の研究開発

④基盤整備のための実態調査

等を挙げ ることができるが,52年 度におけるこれら諸施

策の概要は次のとお りである。

1.デ ータ通信回線利用制度の整備

51年度においては,電 電公社が提供する特定通信回線

の他人使用に関す る新基準 を定め7が,52年 度において

は,電 電公社及び国際電電が現在試験研究を進めてい る

デジタル ・データ交換網について,そ のサービスの具体

的内容及び料金体系等について主務官庁の立場から検討

を進めることとしている。

「他人使用に関する新基準」は,複 数端末相互間のデ

ータ通信及び複数電子計算機を利用してのデータ通信を

認めることをその骨子 とするものであって,こ れによ り

コンピュータ・ネットワークの促進及び情報通信事業者

のサービスの多様化が図られるものと思われる。(詳 細

は表一1)

「デジタル ・データ交換網」は,電 子計算機に適した

高速度 ・高品質なデジタル交換網サービスを提供しよう

とす るものであって,異 速度 ・異機種端末及び異機種電

子計算機の接続をも可能とし得 るものであり,情 報化の

進展に多大の効果をもナこらす ものと考え られる。 この網

ではファクシ ミリ通信等データ通信以外の利用も考えら

れ,多 種多様 な 利用 が予想されるが,将 来 の課題とし

て,こ のような網ないしはデータ通信回線を利用して,

業 として情報通信サービスを行 う者 とそのサービスを享

受す る者の相互関係をどのように扱 うか,と いう問題に

も取 り組む必要が痛感され,特 に国民の利益を増進する

という観点か ら検討され ることになろ う。

、

2.デ ー タ通信 の振 興

(1)電 電公社,国 際電電を通 じての振興

データ通信の振興に関しては,デ ータ通信回線の認可

及び電電公社あるいは国際電電の提供す るデータ通信設

備サービスの認可を通 じて全体 としての調和的発展を図

ってきi。51年 度において認可した新たなデ・・一ータ通信設

備サービスは,電 電公社関係6シ ステム,国 際電電関係1

5
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表一1電 電公社の提供する特定通信回線の他人使用に関する基準

基 準 パ タ ー ン 図 具 体 例 1備 考

〔1}

②

(3}

}一 又 は二以上の電子計算機の

本体 と一の入 出力装置 との間 に

終始 するデータ通信の用 に供す

るものである こと。

①
A

⊂
x

・

従来からの

基準

CPU

② AA ジ ョ ブ の ロー ドシェ ア

一 Ox
〈

CPU 可
③

AB
相互受払提携 によるキ ャッ

シ ュデ ィスペンサー システム

情 報通信業者の業務提携

AB間 の回

線 は共 同使

用 とな る。

一 Ox
( ‥1L

CPUCPU

)一 の電 子計算機 の本体 を介す

る二以上の入出力装置 の間のデ

ー タ通信で あって,同 一の者が

行 うデー タ通信又は公衆電気通

信法施行規則第4条 のユ3に規定

す る業務上の関係を有 する2人

以上の者が行 うデータ通信の用

に供す る ものであ ること。

①xA

CPU＼ 、

企業内オ ンライ ン

②AX

CPU
y

関 連企業閥オ ンライ ン

'

}二 以上の電子計算機の本体 を

介す る二以上の入 出力装置の間

のデー タ通信 であって,そ の入

出力装置のすべ てが一の電子計

算機の本体 に接続 されている場

合 にお いて,同 一の者 が行 うデ

ー タ通信又は前記 ②に規定す る

業務上の関係 を有 す る2人 以 上

の者 が行 うデータ通信 の用に供

す るもの であ ること。

① AA
同一情 報通信業者の ロー ド

シェアによ る企 業内 オ ンライ

ン

(
二二 ニ二三〇x

CPUCPU

こごこ㍉
)、

② AB 業務提携した情報通信業者

による企業内オンライン

AB間 の回

線 は共 同使

用 とな る。

(
=ニ ニゴ◇x

<o。
CPUCPU

③
AA

=<=つx 同一情報通信 業者 の ロー ド

シェアによ る関 連企業 間オ ン

ライ ン
こ ごこ二〇

,

(

CPUCPU

④
AB

一 〇x 業務提携した情報通信業者

による関連企業間オンライン

AB間 の回

線は共 同使

用 とな る。

1
こごここ

o,

(

CPUCPU

(注)1内 容を変更 す ることな く情報 を媒介す る電子計算機の本体 の使用 に係 るもの を除 く。

2図 南xとyは 公衆電気通信法施行規則第4条 の13に 規定す る関係 を有 す る者 であ る。

3同 一の特定通信回線に接続す る二以上の電子計算機の本体又 は二 以上の入 出力装置 であって,同

一の構内 に設置 された もの は,そ れ ぞれ一の電子計算機の本体 又は一 の入 出力装置 とみなす。

(パ ターン図凡例)[コ:電 子計算 機の本体 ○:入 出力装置x,y:他 人使用 を行 う者
CPU
-:特 定通信 回線A,B:電 子計算機設置 者 一→:デ ータの流れ

特 定通信 回線使 用契 約者

一6一

●

●
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システムである。 この うち,主たるものをあげれば,「神

奈川県救急医療情報システム」(51年7月 認可)及 び,

「全国信用金庫協会システム」,(51年10月 認可)で あ

る。前者は,近 年救急医療体制の充実がいわば社会問題

化 している中にあって,刻 々と変わ る医療機関の受け入

れ体制を最新の情報 として把握 してお くためのシステム

であ り,き わめて公共性の高い,シ ステムである。後者

は,全 国銀行 システムと,同 様の為替交換システムであ

り,全 国の信用金庫をユーザーとしてそれ ら相互間の為

替交換を行 うためのシステムである。

(2)汎 用 コ ン ピ ュー タ ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・ネ ッ ト

ワー ク ・プ ログ ラ ムの 開 発

異 機 種 電 子 計 算 機 相 互 間 の 通 信及 び異 機種 端 末 か らの

ア ク セ ス を可 能 とす る ため の 「汎 用 コ ン ピ ュー タ ・コ ミ

ュニ ケ ー シ ョン ・ネ ッ トワー ク ・プ ロ グ ラ ム」 の 開発 調

査 を行 う。 これ は,前 記 の デ ジ タル ・デ ー タ交換 網 と狙

い を同 じ くす る もの で あ っ て,具 体 的 に は,コ ン ピ ュー

タ ・コ ミュニ ケ ー シ ョンの 各 レ ベ ル に お け る 通 信 規 約

(プ ロ トコ ル)を 標 準 化 し,設 定 す る こ とに よ り,異 機

種 間通 信 を可 能 とし よ う とす る もの で あ る。

コ ン ピ ュー タ ・コ ミュニ ケ ー シ ョ ンに関 す る 標 準 化

は,民 間 レベ ル にお い て も各 企 業 ご とに各 種 の ネ ッ トワ

ー ク ・ア ー キ テ クチ ャー とそれ に伴 うプ ロ トコル とし て

設定 され つ つ あ るが,前 記 開 発 調 査 の 狙 いは,こ れ らに

通 ず る全 体 と して の標 準 化 を 目途 とす る もの で あ って,

この よ うな標 準化 は,国 際 的 に もCCITT,ISOな

どの 国際 機 関 で検 討 が進 め られ て い る。 従 っ て,ユ ー ザ,

メー カー 及 び国 際 機 関 の動 向 を 勘案 しつ つ 早 急 に開 発 を

進 め る こ とが 必要 で あ る と考 え られ る。

具 体 的 開 発 方法 と して,52年 度 に お い ては,ま ず民 間

レ ベ ル の ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ャー及 び プ ロ トコ

ル の 開 発 動 向 並 び に そ れ らに 対 す る社 会 的 ニ ー ズ の調 査

を行 い,そ の 結 果 を 踏 ま え て,あ るレベ ルの 具 体 的 な プ

ロ トコル 案 の 検 討 と制 度的 位置 づ け の検 討 を進 め る こ と

として い る。

(3)デ ータ保護対策の推進

データ通信の普及発展により,国 民の日常生活や企業

活動に多大の利便が もたらされたが,他 方において,デ

ータ通信システムに対する自然災害ないしは人為的災害

により,シ ステムの安全性が阻害され個人生活や企業活

動に支障を及ぼす危険性が高まるという結果をも招来 し

ている。

そこで,こ のような障害の発生を防止し,正 常かつ円

滑な社会生活や企業活動を確保するための措置を講 じる

必要があり,郵 政省 としては,電 気通信を所管する立場

から従来からも,検 討を重ねてきたが,52年 度において

は,デ ータの保護対策上必要な事項及び通信の秘密確保

施策等についての所要の検討を行 う。

(4)情 報通信事業の体制整備

情報処理関係の諸企業は今日きわめて厳しい市場環境

におかれているが,こ とに他人の需要に応じ,業 として

データ通信によ り情報処理 ・情報提供サービスを行 う情

報通信事業は,外 国とのソフ トウェア ・ギャップ,資 本

調達力やマーケティング,セールス,メインテナンス体制

のぜい弱さなど供給側の問題のほか,外 注マイン ドの低

さなど需要側の問題をもかかえているのが実態である。

このような現状にかんがみ,情 報通信サービスの市場

環境,経 営体制,法 制等の整備検討等を広範囲かつ長期

的な立場で行 う必要があ り,52年 度の大 きな検討課題で

あると考えている。

3.関 連電気通信技術の研究開発

(1)宇 宙通信の研究開発

郵政省では,国 際的な宇宙通信の発展及び将来の国内

の各種通信需要等に対処するため48年度か ら実験用申容

量静止通信衛星(CS)及 び実験用中型放送衛星(BS)

の開発研究を行ってきた。 これらの開発は51年度をもっ

てほぼ完了し,CSは52年11月 に,ま た,BSに ついては

53年2月 に打ち上げる予定である。打ち上げ後は,CS

についてはPCM-TDMA通 信などの,各 種通信実験

が,まt,BSに ついては,テ レピジ 。ン信号の伝送実

験等が行われる。

また,静 止衛星の打ち上げ技術の習得,姿 勢制御機能

の試験等 を目的として,52年2月23日 に技術試験衛星H

型が国産Nロ ケットにより打ち上げられ,3月5日 赤道

7
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上空 に静止 した。 この衛星は,実 験 用 静止通信衛星

(ECS)の 前段階であって,52年 度は,こ の衛星によ

り電波伝搬に関する各種実験を行 う。なお,ECSは53

年度冬期打ち上げを目標 としている。

(2)情 報処理技術 ・通信方式の研究開発

① 入出力情報の形 として重視されてきている手書 き

漢字の自動認識の開発研究については,こ こ数年来引続

いて行ってきたが,52年 度においては,字 種数及 び文字

の変形の増大に対するシステムのまとめを行 う。

② 通信衛星を利用したコンピュータ・ネットワーク

・システムについて,新 ナこに研究を開始する。 これは,

地上回線を利用したネットワークに比べると放送タイプ

の利用が可能 となることや,コ ス ト面での有利さ等の特

長があり,52年 度においては,CSを 利用したネットワ

ークについて基礎的な検討を進める。

③ レーザーによる海中情報伝送システムの研究につ

いては,こ こ数年来継続して研究が行われてきたが,52

年度においては,レ ーザー光の海中伝搬特性をは損する

ために長 さ25mの 実験用水槽による基礎実験,特 に伝送

可能容量のは握を中心 とした基礎実験を行 うと共に,海

中レーザ通信装置の現場実験を行い海中におけるレーザ

通信回線の設計資料の充実を図る。

(3)総 合情報通信システムの開発

この開発は,郵 政省の重要施策事項の一つ として48年

度か ら5カ 年計画で実施しているもので,農 山村に普及

している有線放送電話施設を利用して同地域の情報ニー

ズに適合した総合的かつ経済的な電気通信システムを開

発しようとするものである。

52年度は,最 近問題 となっている水資源 と省エネルギ

ー対策の観点から,既 存の有線放送電話施設を活用した

自動検針システムと上水道施設などの遠隔監視システム

を一体 とした,総 合テレメータシステムの運用実験を行

う。具体的には,有 線放送電話施設の放送交換所を検針

センターとして電子計算機を設置し,端 末の家庭には電

気,ガ ス,水 道検針用のメーターを取付け,自 動検針を

行い,あ るいは,上 水道の貯水池,浄 水場,配 水本管な

どにセンサーを取付け,そ の水質,水 圧,流 量等を遠隔

8

監視する運用実験を行 う。

(4)生 活情報システムの開発

CATVの 多目的利用の可能性を現実に把握し,CA

TVに 関する施策の樹立に資するtcめ,多 摩ニュータウ

ンにおいて施設を設置して各種の生活情報を提供する開

発実験を行っている。 この開発実験は,48年 度以降,機

器の開発,製 作,番 組の制作等の準備を進め,51年1月

に実験を開始したが,52年 度においても引き続 き実験を

行 うとともに,結 果の とりま とめを行う。また,今 後の

多目的利用型のCATVの 円滑な導入に必要 となる住宅

総合管理情報システムの開発を行 う。

(5)行 政情報通信網関連技術の開発

各省庁が共同で利用する行政情報通信網設立に関する

調査研究の一環 として行っているものであるが,52年 度

においては,中 継変換機能を効率化するために必要な中

継変換多重処理装置の開発及び異種ファクシミリ接続装

置 と同報装置との接続技術の開発を行 う。

(6)海 底ケーブルシステムの開発

資源の代替性及び経済性を考慮 して,外 部導体に,従

来の銅に代えてアル ミニウムを使用す ることを主たる内

容 とする新海底同軸ケーブルシステムの開発は,50年 度

か ら4カ 年計画で進められている。51年 度にはケーブル

等の基礎的研究開発を終了し,52年 度は,最 終53年 度に

予定 されている現場試験に備えて,』実験用システムの設

計,試 作を本格的におし進める。

4.基 盤整備 のための実態調査等

(1)デ ータ通信の実態調査

データ通信に関する諸施策を推進する上での資料を得

るため,デ ータ通信及び情報通信楽に関す る利用状況,

サービスの提供状況並びにデータ通信サービスに関する

社会的ニーズの動向等を,総 合的 ・時系列的に毎年調査

している。

(2)情 報流通の実態調査(情 報流通センサス)

情報化の進展に対応 して,郵 便 電信,テ レビ,ラ ジ

●

●
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オ,デ ータ通信など情報流通 メディアに関す る諸施策を

推進するための資料を得るとともに,情 報流通統計 とし

て公表し,広 く各般の需要に応 じるため,各 種情報流通

メデ ィアについて,情 報の流通量,流 通距離,流 通に要

した経費を毎年調査している。

(3)電 気通信応用システムの調査

最近におけるファクシミリのめざましい普及,諸 外国

における電子郵便の開発 ・実施等,電 気通信 メディアは

ますます多様化する傾向にある。 このような傾向は,将

来における通信需要並びに通信の利用態様にも種々の影

響を及ぼす もの と考え られるので,こ れらの点を調査し

て新しい電気通信の利用システムについて検討する必要

がある。この観点から,51年 度においては電子郵便に関

する調査研究を行ったが,52年 度はこれに引 き続 き,最

適電了郵 便システムの在 り方に関する調査を行 う。

(4)通 信方式の標準化に関する調査

通信方式を統一し,相 互通信 を可能にする施策の一環

として,新 たに,フ ァクシミリ1分 機の通信方式の標準

化に関する調査研究を行 う。具体的には,走 査線密度 と

鮮明度,符 号化方式 と帯域圧縮率,符 号化方式と誤 り影

響度などについて評価試験機を用いて調査する。

ノ
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修昭和52年 度情報処理関係施策

皿 行政情報処理の推進について

行政管理庁行政管理局

1.行 政機関における

コンピュータ利用の現状

わが国の情報処理の進展に伴って,行 政機関において

もコンピュータの利用は年々着実に拡大 し,す でにその

適用領域での行政事務の迅速

かつ合理的な運営に不可欠な

もの として定着 し て きてい

る。

これをコンピュータの設置

台数,運 用経費,お よび要員

という主要指標の推移でみる

と図一1の とお りであり,

昭和51年度末で設置 台数267

台,運 用経費489億 円,要 員数

4,800人 に達 し,各 省庁のコ

ンピュータ利用の初期導入か

ら拡大発展への転換期 とされ

ている昭和43年 度 と対比する

と,設置台数は2.2倍,運 用経

費6.6倍 。 要員数1.9倍 にそ

れぞれ伸びている。

最近の各省庁のコンピュー

タ利用の傾向,特 徴を挙げる

と次のとお りである。

① 現段階でコンピュータ

による処理が可能な業務につ

いては,統 計その他大量デー

タ処理業務,迅 速かつ的確な

経

ノ489億 円

簡

/

/427億・

/

/

/34億 ・

182ツ

K・,・・人/

鋼

z
5,109人

,'へ 、

図一1電 子計 算機 利用の推 移

注)経 費 は レンタル費,通 信 回線 費,消 耗品費,外 注費等の電子計

算機運用経費のみで人 件費,設 備費,端 末機 の運用費 は含 まな い。
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処理を必要 とする業務など数値情報処理を主体 として概

ね利用されてお り,新 規適用分野への拡大は殆どみられ

な くなっている。近年,コ ンピュータ運用部門 として新に

加わったものが少ないのは,こ れを反映したものという

ことができ,現 在の主な動 きは,在 来システムの拡充あ

るいはオンライン化等による処理方式や情報検索 ・分析

予測など処理内容の充実を図る傾向にあり,各 省庁にお

いて在来機種のレベルアップや機器の増設が活発に行わ

れているのは このあらわれである。

② 機器の大型化の傾向は依然 として顕著であ り,全

設置台数267台 の うち147台 が大型機で55.1%を 占めてい

る。わが国全産業の大型機の比率が12%で あるところか

らみると大 きな特徴であるが,こ れは行政機関のシステ

ムには各省庁がそれぞれ国の事務 として全国的な範囲で

大量データを処理する大規模なものが多いことによる。

③ 適用業務面では,統 計業務および試験研究が相対

的にウェイ トが低下し,原 局業務の比 率 が 増加してい

る。各業務の内容をみると,統 計業務では集計 ・製表が

主体であるが,デ ータの分析 ・加工 ・検索への拡充が図

られつつある。原局業務では登録,裁 定,給 付,在 庫管

理等定型的な処理業務が多いが,情 報検索や分析 ・予測

への利用等新 しい利用形態をめざす動 きも少な くない。

また,試 験研究業務においてはいわゆるインハウスオン

ライン処理が多くなっている。

④ 要員数は,こ れまで全体 として年々増加していた

が,最 近は新規にコンピュータを設置する部門が少な く

なったことおよび業務の外注化,入 力方式の改善等によ

るパンチ ャーの減少傾向により,そ の伸びは鈍化してお

り,昭 和51年 度には,全 体的 に は か えって減少してい

る。

また,最 近は民間からの要 員派遣(い わゆるファシリ

ティマネジメント)の 導入が活発で,51年 度は33部 門に

合計131人 が配置されてお り,今 後 も増加するものと思

われる。

⑤ 運用経費は,シ ステムの大型化,処 理方式の多様

化等により年々増加 し,そ の伸び率 も主要指標の申で最

も大 きな もの となっている。 この内訳をみると,機 器の

レンタル費が51%と 半数を占めているが,通 信回線費 も

オンライン化の進展に伴い増加し,38億 円 とな ってい

/lPl)ECジ ャーナル

る。 ま た,日 本 電 信 電 話 公社 の提 供 す るデ ー タ通 信 サ ー

ビス を利 用 し て い る もの が4シ ス テ ムあ り,ま す ます 複

雑 高 度 化 す る オ ン ライ ン シ ス テ ム利 用 技術 の 動 向 か ら

み て この種 の サ ー ビ スの 利 用 は 今後 も増 加 す る もの と思

われ る。

2.昭 和52年 度情報処理関係予算の概要

昭和52年度における各省庁の情報処理関係予算の総額

は行政管理庁の調べによると,約1227億 円であ り,前 年

度に比べて6.7%の 増加 となっている。

これを会計区分別および経費区分別にみると表一1の

とお りで,前 年度に比べ,情 報システム開発関係経費が

大 きく減少 している。

また,コ ンピュータの導入 ・切替状況をみると,表 一

2の とおり,新 規導入11台,切 替導入20台 で,昭 和52年

度末には276台 となる見込みである。

昭和52年 度の情報処理関係予算か ら各省庁の情報処理.

の特徴をみると次のような点が挙げられる。

① 情報処理関係予算総額 も近年では最 も伸び率の低

い対前年度比6.7%に とどまっているが,な かで も情報

システム開発関係経費が前年度比約10%の 減少 となって

いる。 これは従来か ら継続 して開発していた大型システ

ム開発の うち一部実施段階に移行 したもののあることが

主な理由である。また,シ ステム開発は全体的に継続テ

ーマが多く,新 規テーマで予算が認められたものは,90

テーマのうち13テ ーマで予算額 も13テーマ合わせて1,7

億円と小規模なものとなっている。

② 簡易保険 ・為替貯金,労 働保険,社 会保険等の全

国的大規模システムのオンライン化が1きぼ実施段階にあ

り,こ れらは従来のバッチ処理をオンライン処理にする

ことによって,国 民のサービスの向上 ・事務処理の迅速

化,簡 素化を図ろ うとするもめである。 このうち簡易保

険,為 替貯金については,す でに一部オンライン稼動が

実施されることとなっている。

また,貿 易関係情報システム,医 療情報 システム,生

活映像情報 システム等の官民合同システムとしての社会

システムの開発は,従 来か ら関係各省庁間で協力調整を

図りながら継続 して開発が行われてお り,具 体化へ向っ

ている。
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③ 自省 庁 内 部部 局 の統 計,各 種 業 務 デ ー タ等 の体 系

的 整備 を 図 り,そ の蓄 積,加 工,検 索 を行 お う とす る も

の が,政 策情 報 シス テ ム,情 報管 理 シ ス テ ム,資 料 検 索

シ ス テ ム等 と して 開発 が続 け られ て きてい るが,一 方,

一 部 の 先 進 省 庁 で は
,す で に これ らの整 備 を あ る程 度 お

え,省 庁 間 に ま た が って デ ー タお よ び ソ フ トウ ェア等 を

利 用 し合 うオ ン ライ ン情 報交 換 シ ス テ ム,い わ ゆ る リ ソ

ー ス シ ェア リン グ シス テ ムの 開 発 に着 手 し てい る
。

表 一1

＼ 会計区分
＼ ・

、
、

経費区分 ＼

一般会計 特別会計 合 計
対前年度予算比(%)

一般1特 会1合 計
← 一 一

電 子 計 算 機
運 用 等 経 費 29,772,787 39,143,750 68,916,537 106.3 127.2 117.3

情 報 シ ス テ ム
開 発 関 係 経 費

6,378,087 5,742,691 12,120,77890.6 89.2 89.9

情 報 処 理
振 興 等 経 費 32,495,376 9,156,819 41,652,195 89.8 141.0 97.6

一

計 68,646,250 54,043,260 122,689,510 96.4 123.7 106.7

表一2昭 和52年度 各省庁電子計算機導入更新状況

④ コ ン ピ ュ'一一タの 導入 は,新 規増 が11台 切 替 が20台

とな っ て い るが,新 規増 の う ち5台 は オ ン ラ イ ン に よ る

業 務 処 理 の 高 度 化,サ ー ビス の 向上 を 図 るた め既 存 シ ス

テ ム に増 設 す る もの で あ り,そ の他 は,予 算 執 行 管 理 シ

ス テ ムが開 発 をお え稼 動 に移 行 す る もの2台 と新 ナこに開

設 され る病 院の 管 理 を コ ン ピ ュー タ処 理 し よ う とす る も

の2台 等 が主 な もの で あ る。

ま た,切 替導 入 は20台 で あ る が,52年 度 の特 色 は,此

昭和52年 度情 報処理予算 の状 況 較 的 運 用 経 費 の 増加 を伴 わ

(単位:千円) な
いで レベ ル ア ップ を 図 ろ

う とす る もの が 多 く,そ の

結 果,新 型機 種 のMシ リー

ズ,ACOSシ リー ズ等 を

導 入 す る もの が15台 と切 替

の ほ とん どを 占め て い る こ

とで あ る。 なお,最 近 の 切

替導 入 は コ ン ピ ュー タの 技

術革 新 等 を背 景 として2-

1,3→2等 の 複 数 切 替 が多 くな ってお り,52年 度 も警

察 庁,防 衛 庁,社 会 保 険 庁等 で行 われ てい る。

省 庁 名 曙 罐

総 理

警 察

行 政 管 理 庁

北海道 開発庁

防 衛

経 済 企 画

科 学 技 術 庁

庁

省

省

省

省

省

省

省

省

省

省

省

省

業

境

務

務

蔵

部

生

林

産

輸

政

働

設

治

商

環

法

外

大

文

厚

農

通

運

郵

労

建

自

4

7

2

9

1

0

2

4

4

0

0

9

1

1

2

6

8

6

1

4

1

1

1

1

3

4

4

1
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昭和52年度
保有台数
(予定)

4

6

1

2

0

1

0

2

4

4

3

0

8

1

2

2

1

8

6

1

5

1

1

1

1

3

4

5

1

276

昭和52年度新規更新

新規導入

1

2

3

5

11

機種更新

4-3

4-3

1→1

6-・6

2

1

3

↓

↓

↓

り
0

1

9
白

1→1

22--20

3.行 政情報処理の推進施策

昭和52年 度における行政管理庁の情報処理関係重点施

策は次の とお りである。

{1}電 子計算機利用の効率化の推進

② 電子計算機共同利用施設の開設準備

㈲ データ保護に関する対策の推進等

(4)行 政情報処理に関する調査研究の促進

(1)電 子計算機利用の効率化の推進

コンピュータが行政の様々な分野に定着し,そ の重要

性を増す とともに,そ の経費が年々増大し,コ ンピュー

タ利用の効果,効 率が重要な問題 となってきてお り,各

方面か ら種々の指摘がなされている。特に,47年 度決算

に関する衆議院の議決(昭50 .6.27)に おいて 「政府

は,情 報処理の総合調整体制を強化し,行 政機関におけ

る電子計算機利用の効率化を推進すべきである。」 とい

う指摘が行われた。

このような状況か ら,51年 度には,行 政情報処理の現
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状 と課題を明 らかにする調査を実施し,そ の結果を もと

に 「行政情報処理の効率化に関する推進方策」 を各省庁

情報処理担当課長会議の了解のうえ定 め,各 省庁が協力

して電子計算機利用の効率化を,推 進することとしてき

　

た。52年 度は,行 政情報処理の実態は握をさらに充実す

ることともに,各 省庁に共通する課題について改善方策

の共同研究,個 別情報システムの分析検討等を推進する

こととしている。

なお,推 進方策において定められた,各 省庁が共同し

て検討し,推 進を図る事項は次のとお りである。

①各省庁共同研究会を通 じて検討するもの

・電子計算機利用の費用対効果の分析方法

・電子計算機の稼動分析方法

・ソフ トウェアの開発技法,管 理方法及び流通促進

の方策

・データ伝送システムの効率化の方策

②各省庁が共同して検討する事項であるが,当 面行政

管理庁で調査検討を行 うもの

・電子計算機利用上のあい路

・電子計算機運用体制

・電子計算機の導入,切 替手順

・業務委託

③今後において方策の検討を必要 とするもの

・システム開発の評価方式

・データの有効利用

・入出力方式の効率化

(2)電 子計算機共同利用施設の開設準備

各省庁の情報処理を側面か ら支援 し,政 府全体 として

効果的かつ効率的な情報処理を行 うため,昭 和48年 度か

ら 「電子計算機共同利用施設」に関する調査研究を実施

しており,51年 度には,開 設準備経費が予算化されると

ともに各処理業務システムの概要設計,基 本設計を終了

している。52年 度は,各 システムの詳細設計,シ ステム

テス ト等を行 うとともに,開 設のための具体的準備を行

う。なお,こ の共同利用施設が対象 とする主要業務は次

の とお りである。

①電子計算機未設置省庁φ事務処理

②各省庁に共通するシステムの開発 ・提供

(法令検索システム,国 会会議録検索システム,

資料検索システム等)

③情報処理要員の合同研修

(3)デ ータ保護に関する対策の推進等

行政機関において,コ ンピュータで処理 された各種重

要データの漏えい,改 ざん,滅 失,棄 損等の危険に対処

するためのデータ保護対策の確立が強 く,要 請 されてい

る。 このため管理運営上の措置 として,事 務次官等会議

申し合わせ(昭51.1,29)を 行い,「 電子計算機処理

データ保護管理準則」を定め,管 理運営面の保護対策の

徹底を促進するとともに,技 術的保護措置に関する調査

研究を行ってきたが,52年 度は,事務次官等会議申し合わ

せにもとつ く,各 省庁の具体的措置の推進を図るととも

に,技 術的保護措置について引続 き調査研究を進める。

(4)行 政情報処理に関する調査研究の促進

各省庁に共通または関連する情報システムについて,

政府 としての一体性 と各省庁間の有機性を考慮 して,長

期的展望にたった総合的見地から計画的に調査研究を推

進するために,昭 和45年度から行政管理庁に 「行政情報

処理調査研究費」が一括計上 されており,52年 度予算額

は7,740万 円となっている。

この調査研究費 も7年 間を経過し,と りあげたテーマ

もこれまで20省 庁で40テ ーマをかぞえてお り,各 省庁の

情報処理の推進に寄与 している。

昭和52年 度は,

①行政情報処理の効率化に資しうるもの,

②各省庁情報処理システム開発の基盤 となる事項でか

つ,早 期具体化の可能性のあるもの,

③技術的な後進姓,モ デル性を有 し調査研究の結果が
ト

各省庁の参考 とな りうるもの,等

に重点を置 き,テ ーマの選定を行い,相 互に関連する

テーマについては,統 一テーマの もとに統合し,そ れぞ

れの調査研究範囲を明確にしたうえ分担 して実施するこ

ととしている。

昭和52年 度の調査研究テーマは次のとお りである。

①情報処理の基盤 となる事項の調査研究

ア.ソ フ トウェアの開発,メ インテナンスの効率化
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(行政管理庁)

イ.オ ンラ・fンシステムの効率化

θ オンラインネットワークシステムの構成形態

(行政管理庁)

(イ)コ ンピュータシステムの稼動診断手法(行 政

管理庁)

(ウ)ネ ットワーク構成の最適化(運 輸省)

⇔ コンピュータ群構成の最適化(気 象庁)

ウ.行 政情報システムの保全対策

θ データ保護対策(行 政管理庁)

(イ)行 政情報通信システムの障害対策(郵 政省)

②具体的な情報システムの調査研究

ア 総合教育行政情報管理システム(文 部省)

イ 自動インデックスシステム(防 衛庁)

ウ 環境公害データ処理システム(環 境庁)

③各省庁共通事項

ア 行政情報処理基本問題のための研究会の開催

イ 行政情報システム開発のための海外調査の実施

|

σ

■

1
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新 たに分散型処理技術の研究開発な ど

昭 和52年 度 事 業 計 画 概 要 一 一

当協会 の昭和52年 度事 業計画が この ほど決 まっi。

昭和52年 度 は,51年 度ICひ きつづ き,調 査,研 究開発,情 報処理 に関 す るコンサルテー シ ョン,

情報処理 に関 す る教 育,奨 励,普 及,啓 蒙 な どの事 業を継続 して実 施す るほか,新 たに分散型 リソ

ース処理技術 の研究 開発 や会 員制によ る研 究会,講 演会等 を実施 す ることにな ってい る。

1.情 報処理 に関する調査

(1)一 般調査

① 海外における情報処理および情報処理産業の実態調

査

わが国の情報処理および情報処理産業の発展に資す

るため,海 外の各種資料,文 献を収集,分 析し,各 国

政府の情報処理に関する施策,ソ フ トウェア,コ ンピ

ュータサービス産業の動向,ハ ー ドウェア業界の動向

各産業界におけるコンピュータ利用状況等,海 外の情

報処理および情報処理産業の動向を把握 し,こ れを体

系的にまとめる。

また,文 献 ・資料では把握できないタイムリーな問

題や特定テーマについて掘下げた詳細な調査を行 うた

め,米 国および欧州に調査員を派遣する。

② わが国の情報処理に関する動向調査

情報処理産業の振興施策に資するため,情 報処理に

関する研究開発の動向について把握するとともに,国

民個々とのかかわ りが強い社会情報システム開発等に

伴な う諸問題 について調査研究を実施する。

③ 情報処理および情報処理産業に関する基礎資料の収

集 ・提供

情報処理に関する内外の新聞,雑 誌,逐 時刊行物等

の文献 ・資料を収集整備し,内 部の調査,研 究,開 発

に活用するとともに広 く外部の利用に供する。

(2)特 定テーマの調査研究

① 総合貿易情報システムに関する調査研究

貿易業務の簡素化および貿易情報の効率的な利用を

はかるため,コ ンピュータ ・システムを利用した総合

貿易情報システムの形成に関し,こ れまでの調査研究

成果にもとづき,定 量的な評価および実用上の問題点

の整理を行 う。

また,前 年度より着手した横浜大黒埠頭における海

貨業務を中心 とした貿易情報モデルシステムの開発お

よび貿易データの伝送,デ ータ・ベース共用に際して

重要 となるセキ ュリティ問題について調査研究を完成

させる。 ・

② 国際情報ネットワークに関する調査研究

わが国を中心 とした国際情報ネットワークの実現性

について検討することとし,前 年度よ り諸外国の国際

情報ネットワークの動向(規 模,業 態,発 展過程,対

日進出構想等),技 術的諸問題,制 度上の問題等につ

いての調査に着手したが,本 年度はこれをさらに深層

調査するとともに,日 本企業進出国のうち開発途上国

を中心に各国の情報サービス業の実態,通 信制度,日

本の情報処理サービス業受入れの可能性等について調

査するナこめ調査員を海外に派遣する。

③ オンライン情報処理の利用促進に関する調査

わが国における情報処理のオンライン化推進に資す

るため,コ ンピュータ導入企業を対象にオンライン情

報処理の現状 と5年 後のオンライン投資,通 信回線利

用の予測等についてアンケー ト調査を継続するととも

に各種高速回線利用に関する需要,技 術,制 度等オン

ライン情報処理システムの利用およびネットワーク形

成に関する問題点の検討を行 う。

④ システム監査に関する調査研究
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コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの 安全 性,信 頼 性,効 率 性

等 の監 査 を可 能 とす る た め,昭 和50年 度 よ りシ ス テ ム

監 査 の定 義 づ けな らびに そ れ に と もな う トップ,コ ン

ピ ュー タ部 門,監 査 役,内 部 監 査 人等 の役 割,関 与 方

法 等 に つい て明 確 に す る とと もに,監 査方 法 に つ い て

も研 究 を進 め て きた。

本 年 度 は 企 業 にお け る シス テ ム監 査実 施状 況 に つ い

て実 態 を調 査 す る と ともに 企 業 が実 際 に シ ス テ ム監 査

を導 入 す る際 の 指 針 ともな る ガイ ド ・ブ ッ ク を 作 成

し,今 後 の シス テ ム監 査 普及 に反 映 させ る。

⑤ マイ ク ロ ・コ ン ピ ュー タの応 用 に関 す る調 査 研 究

近 い 将 来,産 業構 造 に大 きな 質 的 変 化 を もた らす と

考 え られ る マイ ク ロ ・コ ン ピ ュー タ の応 用 の た めの 調

査 研 究 を実 施 す る。

(3)受 託 調 査

官公 庁等 か ら受 託 し,情 報 処 理 に 関 す る調 査 を 行 う

もの で,本 年 度 予 定 され てい る主 な もの は 次 の とお り

で あ る。

・デ ー タ通 信 シ ス テ ムの 調 査

・シ ス テ ム ・ネ ッ トワー ク ・アー キ テ クチ ャお よ び端

末 の現 状 と将 来

2.情 報処理 に関する研究開発

(1)分 散 型 リソー ス 処 理 技 術 の 研 究 開 発

近 年,複 数 の コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムか らな る リソ

ー ス ・シ ェア リン グ ・シ ス テ ム にお い て 異 機 種 間 に分

散 して 存在 す るハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア,デ ー タ

・ベ ー ス等 の各 種 リソー スを 可能 な限 り有 効 か つ 容 易

に使 用 し うる ユー ザ ・サ ポ ー ト機 能 の必 要 性 が強 く叫

ば れ るよ うにな って きた。

この た め,前 年 度 ま で に 開発 し た基 本 ネ ッ トワー ク

・フ ァシ リテ ィを使 用 し,異 機種 間 に共 通 な リソー ス

ア クセ ス言 語,総 合 リソー ス管 理 機能,分 散 型 デー タ

・ベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト機 能 等 の 研究 開発 を行 う。

(2)受 託 研 究 開発

官 公 庁 等 よ り受 託 し,情 報 処 理 に 関 す る研 究 開 発 を

行 う もの で,本 年 度 予 定 され て い る主 な ものは 次 の と

お りで あ る。

・航空 輸入 貿 易情 報 シス テ ムの 開発

・中央省庁における共通 ソフ トウェアの開発

・中小企業向け標準システムおよび診断システムの開

発

・中小企業の経営指標 ・原価指標の作成

・商標機械検索システムの開発

・小規模企業共済業務システムの開発

3.情 報処理 に関する

コンサルテーシ ョン等の実施

コ ン ピ ュー タお よ び開 発 ソ フ トウ ェ アの利 用 促 進 に

関 す る コ ンサ ル テー シ ョンな らび に関 連 す るシ ス テ ム

設 計,プ ログ ラ ミングお よ び デ ー タ処 理 サ ー ビ ス を行

う。

4.情 報処理に関する教育

(1)情 報処理研修の実施

① 上級情報処理技術者等の養成

コンピュータ ・システムを用いた情報処理に関する

上級情報処理技術者,情 報処理部門の管理者および情

報処理技術者を教育する者等を養成するため,学 界,

産業界等の専門家を講師 として講義 ・実習等組織的な

研修を次の とお り実施する。

・上級情報処理技術者コース

・管理者コース

・インス トラクター ・コース

・システム技法コース

・情報処理基礎コース

・特別コース

② コンピュータ啓蒙講座の開催

コンピュータに対する正しい理解 と関心を深めさせ

るため,都 内および地方都市の中学生を対象に 「コン

ピュータ啓蒙講座」(計4回),全 国各地の高校生を

対象に 「コンピュータ講座」(計6回)お よび教員,

実務家を対象に 「移動教室」を開催する。

(2)情 報処理教育に関する調査研究

① 海外における情報処理要員の教育等実態調査

わが国における情報処理要員教育 の 実 態 をふまえ

て,米 国における情報処理技術者の教育 ・養成に関す

る実情を調査 ・分析するとともに,こ れらの諸問題に
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関して関係諸機関との連絡網を確立する。

② 情報処理技法の調査研究

研修内容の充実をはか り,社 会のニーズに対応 した

ものとするため,必 要な情報処理技法につ い て 検 討

し,そ の結果をもとにコースの新設,教 材の開発等を

行 う。

③ 上級情報処理技術者育成指針の作成

昨年度より上級情報処理技術者育成指針を作成する

こととして,作 業を進めているが,本 年度は昨年度に

検討した育成指針の作成方針,構 成内容等に沿った執

筆要領をとりまとめ,こ れにもとづ き,原 稿の執筆 ・

審査を行い育成指針を作成する。

5.情 報処理に関する奨励 ・普及 ・啓蒙

(1)奨 励 ・普 及

① 研 究 奨 励

情 報 処 理 の高 度 化 お よび 適 用 分 野 の 拡 大 に 寄与 す る

新 しい理 論 な らび に技 術 の 研 究 開 発 を積 極 的 に助 成 す

るた め,優 秀 な 研 究 成 果 を あげ た企 業,学 校,個 人 に

対 し,研 究 奨 励金 を交 付 す る。

② シ ン ポ ジ ウ ム等 の 開 催

情 報 処 理 の 普 及 お よ び高 度利 用 を は か るた め,経 営

者,管 理 者 を対 象 に主 要3都 市 にお い て情 報 処 理 シ ン

ポ ジ ウ ム を開 催 す る。

③ コ ン ピ ュー タ ・ トップ セ ミナ ー の開 催

主 とし て官 公 庁 の トップ ・マ ネ ジ メ ン ト層 を対 象 に

コ ン ピ ュー タ とそ の利 用 に つ い て必 要 な 概 念 知 識 習 得

の た めの トップ ・セ ミナ ー を2回 開催 す る。

④ ソ フ トウ ェア指 導 マ ニ ュ アル の作 成 と普 及

当 財 団 で す で に 開発 した先 進 的 ソフ トウ ェアの 効 果

的 利 用 をは か るた め,と くに汎 用性 に富 み,利 用 効 果

の 高 い プ ログ ラ ムを選 定 し,解 説 書,広 報 用 パ ン フ レ

ッ ト等 を作成 して,普 及 に努 め る。

⑤ 研 究会 等 の 開催

ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム,TPBS(TargetSetting

PolicyModelBuilding&SchedulingSystem:目 標

・方 針 ・手順 シ ス テ ム),マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タ の

利 用,普 及 等 に関 す る会 員制 に よ る研 究 会 お よ び情 報

処 理 に関 し時 宜 に適 し た問題 に つ い て の特 別 研 究 会,

講演会等を開催する。

⑥ 情報処理技術者試験制度に関する調査および広報

通産省の実施する 「情報処理技術者試験」の円滑な

推進,な らびに充実をはかるため,調 査,広 報等各種

活動を通じて政府に協力する。

(2)情 報化週間行事

国民の情報化に対する正 しい理解 と認識を高めるた

め,10月 第1週 の情報化週間の期間中,関 係団体 と協

力して次の事業を行う。

① 総合広報

ポスター,行 事案内,小 冊子等の作成および配布
,

交通広告,新 聞広告,報 道機関に対するパブ リシティ

等により情報化週間の総合的なキャンペーンを行う。

② 情報化国際講演 ・討論会

内外の有識者を招 き情報化に関する国際講演 ・討論

会を開催する。

③ 展示会およびコンピュータ ・アー ト展

情報化週間の期間中,関 係団体 と協力 して東京にお

いて情報化に関する展示会およびコンピュータ ・アー

ト展を開催する。

④ 講演 と映画の会

地方都市5ヵ 所 において,情 報化に関する講演 と映

画の会を開催する。

(3)広 報

① 情報処理に関する国内向け広報

JIPDECジ ャーナル(年4回),海 外情報インデッ

クス(月1回)お よびコンピュータ白書を発行する。

② 清報処理に関する国際交流および海外向け広報

NCC(英 国),GMD(西 独),IRIA(仏),ADAPSO

(米国)等 海外情報関係機関 との情報交換および情報

処理に関 し,時 宜に適したテーマについての視察団,

研修団を欧米に派遣するとともに,海 外 向 け広報誌

1-JIPDECREPORT(年4回),英 文コンピュータ白

書を発行する。

③ 映画,教 育用スライ〉ド,各 種出版物等の頒布・

当財団の作成した各種の普及 ・啓蒙用の映画,教 育

用スライ ドな らびに同テキス ト,事 業成果報告書等を

広 く一般に頒布する。
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3段 階 にわ け368基 準 を網羅

通産省 「電子計算機 システム安全対策基準」を発表

さる4月 通商産業省か ら 「電子計算機 シス テム安全対策基準」が発表 され た。

これは最近の コンピュー タ利用の高度化か らシス テムの安全性 に対す る認識が高ま って きた

ことに対処 して具体的に どの よ うな対策 をとるべ きか をマニ ュアルに示 した もので あ り,同 省

が,昭 和50年11月 以来,「 コンピ ュー タ・シス テム安全委員会」(委 員長 尾島俊雄 早大教授)

を設 け2年 間 にわ たって検討 してきた結果 を もとに,ま とめ られ た もの である。

この基準 は 〔1〕 基 準の前提,〔2〕 設備基準,〔3〕 運用基準の3部 にわかれ,〔2〕,

〔3〕 に具体的な対策内容 を3つ の ランクにわ け,示 している。

今回,通 商産業省の好意に よ り同省発表の資料か ら作成 にい たる経 緯 を中心 として,そ の概

要 を紹介す る。 σ

1.安 全対策基準の必要性 と位置づけ

(1)電 子計算機利用の社会に与える影響は,増 大してお

り,経 済活動及び社会生活の効率化に大いに寄与 して

いる一方,電 子計算機利用の 「影」の面 としてデータ

の破損,改 ざん,消 失及び電子計算機の破損等による

財産及び人命の喪失,並 びに経済活動及び社会生活の

停滞のおそれ,さ らにはデータの盗難によるプライバ

シーの侵害等の機密漏洩のおそれも生 じている。

{2}し たがって電子計算機システム,電 子計算機室等の

設計,施 工,維 持,運 営等各局面における安全への配

慮を確保することによ り,わ が国における電子計算機

利用の健全な発展を図 り,経 済活動及び社会の効率化

に寄与するとともに,情 報処理サービス業に対する社

会的信用を増大させることにより産業としての健全な

発展を図 り,さ らに個人を含めた一般ユーザーの利益

(プライバシーの保護,企 業機密の保護等)れ 確保す

る必要がある。

{3)こ の安全対策基準は,電 子計算機利用者に対して安

全対策を講ずるうえでのチェック基準としての性格を

持つものであるが,今 後,社 会的ニーズの高まり,安

全対策技術の向上等を踏まえ,漸 次見直しを行い必要

に応 じて改訂していくこととする。

わが国においては,電 子計算機利用の安全対策につ

いての具体的検討が電子計算機の普及度に比べ遅れて

いる傾向にあるが,こ の安全対策基準の策定 を契機に

各方面における安全対策の普及 と将来にむけての建設

的な提案が行われることを期待している。

2。 検討の経緯

{1)昭 和50年11月 通商産業省機械情報産業局に"「コンピ

ュータ・システム安全対策委員会」(委 員長,尾 島俊

雄氏(早 稲田大学理工学部教授)ほ か関係官庁,学 識

経験者,情 報処理サービス業,電 子計算機メーカー,

電子計算機ユーザー,保 険会社等の代表15名 の委員で

構成)を 設置し,電 気 ・空気部会,火 災 ・水害 ・地震

部会,犯 罪等部会の3部 会において,同 年11月 か ら52

年1月 まで,51回 の委員会および部会を開催した。

これ ら委員会の検討結果をふまえ,さ らに同省内 ・外

での検討を引き続 き行い,最 終的に 「電子計算機システ

ム安全基準」 としてとりまとめられた。

3.今 後のスケジュール

この安全対策基準は今後,情 報処理サービス業を中心

としたコンピュータ ・ユーザに対 して安全対策実施上の

参考 とするよう積極的なPRを 行う。その後,安 全対策

に関する実態調査を実施し,基 準の適用状況,基 準の問

題点等を明 らかにし,基 準の見直し等を行 う。

4.・電子計算機システム安全対策基準の内容

■
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ω この基準は,別 掲の とお り電子計算機システム安全

対策上必要と思われる全ての項目を網羅してお り,大

きくわけて設備基準 と,運 用基準の二つか らなってい

る。設備基準は,建 築物の構造,設 備等により安全を

確保する基準であり,運 用基準は,人 に対する規制,

組織体制の確立等により安全 を確保する基準である。

設備基準の数は,243基 準,運 用基準の数は,125基

準,計368基 準である。

② この基準は,そ の程度により,3段 階に分類してあ

る。最小限の基準(C基 準),標 準的な基準(B基 準)

望ましい基準(A基 準)の3段 階である。それぞれの

基準の数は,A基 準が362基準,B基 準が243基準,C

基準が62基 準となってお り,Bお よびCの 基準は,ほ

とんどがA基 準に含まれている。

(3)基 準の適用に当っては,情 報処理の内容,重 要度に

応 じて,適 用すべ き項目の有効な組合せを選択し,実

施することが必要である。

この安全対策基準の項目は,以下のようになっている。

安全対策基準の項目

設備基準

1共 通事項

1.立 地及び環境

2.設 備一般

皿 建築物

1.建 築物の位置,周 囲,利 用形態

2.開 口部

3.屋 根及び外壁

4.主 要構造部

5.防 火及び防煙区画

6.建 築設備 との隔離

7.内 装等

8.防 犯設備

9.避 雷設備

10.火 災報知設備

11.消 火設備

12.そ の他の消防施設

13.排 煙設備

14.避 難施設

15.建 築物の排水設備

皿.電 子計算機室

1.位 置及び配置

2.開 口部

3.構 造

4.内 装等

5.設 備

IV電 子計算機システム

Vデ ータ等保管室

1.位 置及び配置

2.開 口部

3.構 造

4.内 装等

5.設 備

VI電 源室,空 気調和室等

1.位 置及び配置

2.開 口部

3.構 造

4.設 備

珊 電気設備

1.電 源設備

2.接 地

3.配 線

4.防 災,防 犯用予備電源

5.そ の他

孤 空気調和設備

1.空 気調和設備

2.空 気調和用ダク ト

3.空 気調和用配管

4.空 気調和設備制御装置

互 監視制御'

運用基準

1組 織体制

1.防 火防犯管理体制

2.運 用管理体制

3.教 育 ・訓練体制

H建 築物

2.入 退館管理体制
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2.社 員の入退館管理方法

3.他 社勤務者の入退館管理方

法

4.訪 問者の入退館管理方法

5.巡 回管理

皿 電子計算機室,電 子計算機シ

ステム及び同関連設備

1.運 用管理

2.電 子計算機室の入退管理

3.電 子計算機室の巡回警備

4.電 子計算機室の緊急時の防

護体制

5.電 子計算機室への物品持込

み,持 出 しの管理

6.電 子計算機室の整理,整 頓

7.電 子計算機及び端末機器の

不正使用防止

8.電 子計算機システム関連設

備室の入室管理

9.電 子計算機システム関連設

備の作動管理,巡 回管理

10.要 員管理

11.保 守管理

12.バ ックアップシステムの整

備

IV記 録媒体及び ドキ ュメント

1.デ ー タ保 護 管 理V外 部 委 託

2.プ ログ ラム ラ イ ブ ラ リー 管1.作 業報 告 及 び監 査

理2.外 部へ の作 業委 託

3.記 録 媒体 及 び ドキ ュメ ン ト

管 理 この う ち 、設 備 基 準 、 の 、皿 ・電

4.災 害 時 の 緊 急 対 策 子 計 算 室"の 、3・ 構 造 、 の 例 を次

5.磁 気 テー プの 品質 管理 表 に示 す 。

安 全対 策 基 準 の例

項 目

3.構 造

対 策 内 容
段階の区分

C

ω 電子計算機室の構造は,建 築基準法施行令第107条 ○ ○

に規定す る耐火構造 とす ること。

② 電子計算機室の直上階の床板には,防 火施工を行う ○ ○
こ と。

(3)電 子計算機室 には,浸 水又 は水 が浸透 す るおそれの ○ ○

な い措置 を講ず るとともに,出 水,火 災時の放水等 に

備 え,水 勾配,防 水堤,排 水溝等 を設 ける こと。

ω 電子計算機室には,磁 界の影響がでない措置を講ず ○ ○ ○

る こ と。

⑤ フ リー ア ク セ ス床 を設 け る場 合 に は,フ リー ア ク セ ○ ○
ス床の有効高 さは床下配 線,空 気調和等の施工,保 守

に支障 をきた さない十分な高 さとす るこ と。

{6}床 表面 材料は,清 掃が容易で,油 に強 く,塵 埃が発 ○ ○ ○

生 しない もの を使用 し,か つ,静 電気に よる人体 の感

電及び電子計算機システムの誤作動を防止する措置を

講ず ること。

(7)フ リー ア クセ ス 床 に は,不 燃 材料 を 使用 す る こ と。 ○ ○

{8)フ リー アクセス床は,地 震 時に転倒 しない構造 とす ○

る こ と。

{9)電 子計算 機室 と他の室若 しくは通 路 との 間仕切 には ○ ○

ガ ラス を使用 しない こと。
L

一20一

σ

■
1

、

」



●

ノIPZ)ECジ ャー ナ ル

IIT新 設研修講座の ご案内

◆ マ イ ク ロ ・プ ロセ ッサ 基 礎 コー ス

本 講 座 は,マ イ ク ロ ・コ ン ピュー タの生 い立 ちか ら始

めて,マ イ ク ロ ・コ ン ピュー タの アー キ テ クチ ュア
,ソ

フ トウ ェア お よび今 後 の動 向 を カバ ー し
,実 習 を ま じ え

て,マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タの基 礎 知識 を 身 につ けて い

た だ く こ とを 目的 とし て 開講 す る もの です .

講 師(敬 称 略 ・順 不 同)

石 田 晴久 東 京 大 学

宇 都 宮 公 訓 筑 波 大 学

朴 春 霞 早 稲 田大 学

広 松 恒 彦(財)日 本情 報 処 理 開発 協 会

期 間52年8月8日 ～12日(計5日 間)

(2回 開 講)53年2月6日 ～10日(計5日 間)

9時30分 ～16時30分

場 所 情 報 処 理 研 修 セ ン タ ー

研 修料 各5万 円

教 科 内 容

1マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タ とは

歴 史 的 背 景,マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タ,マ イ ク ロ

・コ ン ピ ュー タの特 徴

五 マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タの アー キ テ クチ ュ ア

基 本 構造,構 造 上 の 特 徴,動 作 とタ イ ミング,ア ド

レ ス方 式,命 令 の 分 類 と概 要,割 り込 み

皿 マ イ ク ロ ・コ ン ピュー タ の プ ログ ラ ミング

ソ フ トウ ェアの 開 発法,ソ フ トウ ェアの 構 成,モ ニ

タ,ア セ ンブ ラ,ク ロス ・ア セ ンブ ラ,ク ロ ス ・コ

ンパ イ ラ,プ ログ ラ ミング 演 習

Wハ ー ドウ ェア,イ ン ター フ ェー ス

TTY,イ ン タ ー フ ェー ス 回 路,入 出力 プ ログ ラ ム

Vマ イ ク ロ ・コ ン ピュー タ の応 用 と今 後 の動 向

◆ORを 活 用 した マ ー ケ テ ィン グ新 手 法

カ リキ ュラ ム委 員 会主 査

石 崎 純夫(株)富 士 銀 行

わ が国経 済 の低 成 長 時代 入 りと と もに,従 来 に もま し

て販 売 活 動 の重 要 性 が クロー ズ ・ア ッ プ され る よ うにな

ってきてお ります。ひと口に販売活動といっても,そ の

場合の大前提 となるのは,や は り何といってもしっか り

した科学的市場調査に裏づけられたマーケティング活動

にあるといっても過言であ りません。一方で,各 種の多

変量解析手法や数量化理論な ど,最 近のORや コンピュ

ータ関連諸技術の発達は
,従 来のや り方ではなかなか解

明できなかったような諸問題の分析を も可能にしつつあ

ります。また,デ ータ面でも,メ ッシュ統計を初め各種

の民力統計がしだいに整備 されるようになって きていま

すので,両 者があいまって,市 場調査や需要予測の技術

水準は大 きな進歩を見せています。

本コースでは以上のような観点から,い ずれもこの方

面では深い経験 と研究を積まれている方々にお願いし,

実践的な手法と実例中心の講義を行っていただくことに

しました。

各企業の市場調査グループ,販 売促進部,企 画 ・調査

部,ORやMSグ ループ,コ ンピュ・一夕部門の方々など

に得 るところ大であると信じます。

期 間

場 所

研修料

講義題目

52年7月18日 ～22日(計5日 間)

9時30分 ～16時30分

情報処理研修センター

5万 円

販売予測に関する統計学的アプローチの

基 礎,マ ー ケ テ ィ ング の た めのOR技 法,数 量化 理論 と

マー ケ テ ィング,マ ー ケ テ ィ ング と メ
ッシ ュ分 析,需 要

予 測 と シ ミュ レー シ ョン,各 業界 に お け る マ ー ケ テ ィン

グ の 実 際(金 融,チ ェー ン ・ス トア,カ メ ラ ・フ ィル ム

、

医薬品,自 動車な ど)

お問合せは下記へ

〒105東 京都港区浜松町2-4-1世 界貿易セン

タービル7階

(財)日 本情報処理開発協会

情報処理研修センター

電話03(435)6513・6514
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●会 員 サ ロ ン

コ ン ピュー タ と の 出 会 い ,そ して_

社団法人 日本 自動 車 連 盟

・脇 合理化推進室長 中 村 寛 治

1945年(昭 和20年)夏 。九州南端,大 隅半島の空は,

めくるめくように輝いていた。そして,そ の夏空は連合

軍の敵機に昼夜の別な く制圧されて,既 に我が空ではな

かった。沖縄を不沈空母とする連合軍は,連 日の ように

本土空襲をかけ,そ れはきまって南西諸島沿いの コース

を取 ったか らである。半島の一角,鹿 屋海軍航空基地の

中枢機能はすべて,台 地の飛行場の地下に移 され て い

た。私が配置についていた情報班 もそこにあった。無線

通信機の長い列を奥にして,手 前には九州を中心 とする

大 きな白地図の台,そ の隣 りに短波放送のマイクとい う

舞台装置である。九州南端の岬 と離島の電探か ら次々に

通報がはいる。その電文か らターゲットの位置が白地図

に記入され,そ れは刻々と南西諸島伝いに北東にせ りあ

がってくる。ターゲットは,基 地か ら所定の 圏 に 達 し

た。 「鹿屋地区警戒警報発令」,「 空襲警報発令」。地

図を見おろしつつ,私 は指示する。挺身隊 として学窓を

離れ軍務を補助する女子学生が,す かさずマイクに淘っ

た。終戦の年の夏,私 は情報士官 として,電 波を頼 りに

昼夜見えない敵に対 していたのである。 もともと私は,

海軍航空隊搭乗員としての教育 ・訓練を受けてきたので

あるが,も はや乗るべ き飛行機はな く,基 地には特攻用

に改装された練習機の姿が痛ましく目につ くばか りであ

った。そして,私 の第2次 大戦は前ぶれ もな く終 っt。

ポツダム宣言を日本が受諾するや,8月15日 の終戦の 日

よりも早 く,白 地図上か らターゲットは姿を消してしま

ったのである。第2次 大戦は,電 子戦であったといわれ

る。航空戦で も海戦でも,連 合軍側の電子兵 器 の優 位

が,そ の勝敗 を決 したといえる。そして,元 来,弾 道計

算の迅速化の必要性か ら開発された電子機器の一つ一

電子計算機一 コンピュータは,文 字どお り日進月歩の

発達をとげ,今 や平和世界に大 きく貢献している。

ところで1963年(昭 和38年)は,日 本における高速道

路時代の夜明けといわれている。 「日本には道路 と呼べ

るものはない」 と,先 進国から酷評 された我が国に,初

めての高速道路が,こ の年7月 に開通した。名神高速道

路である。14年 後の今 日,延 長わずかに71.1㎞ の この

「名神」は,総 延長2,022㎞(昭 和52年3月)に 達する

全国網へ と成長した。 この15年 足 らずの間に,(次 元の

低い話であるが)我 々サラリーマンは百円亭主か ら千円

亭主へと大幅なベースアップを達成し,国 産乗用車は国

内 ・国外で売れに売れ,昭 和48年秋の石油シ 。ックも何

のその切 り抜けてきた。田舎の小径 まで舗装 されるほど

の道路の改良 ・発達ぶ りと車の大軍勢。鶏が先か卵が先

かの見本の一つであろ う。 ともか く,世 の中は年ごとに

忙しくなった。車 とともに人々は仕事にレジャーに走 り

回る。今や師走は,12月 ではな く12ヵ月となった。 こう

忙しくなっては,人 海戦術では間に合わぬとい うわ け

か,電 子計算機への肩替 りが始まったの も,こ の日本の

「夜明け」 と前後してではなかったろうか。銀行や国鉄

の窓口で端末機が活躍を始めたのは,か な り早い時期で

あったと記憶している。待 ち時間でイライラさせ られた

の も昔話 となった。みどりの窓口で端末機がカタカタと

鳴るや虎の子の万円札は乗車券 と引 き換えに窓の向 うへ

飛び去 り,キ ャッシュ・ディスペンサーか らは安直に小

遣銭が補給されて家人にうらまれるこの頃である。

もういちど自動車に話を戻そう。1977年 く昭和52年)

2月 末現在,日 本の自家用乗用車保有台数は1&347,308

台に達し1。 高速道路の 「夜明け」-1963年(昭 和38
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会員サロン●

年)2月 末 の816,616台 と対比 す れ ば,実 に22.47倍 の 激

増 ぶ りで あ る。 そ し て我 が 日本 自動 車連 盟 の 発足 も,同

じ1963年 の こ とで あ っ た。爾 来,連 盟(JAPANAUTO・

MOBILEFEDERATION-JAF)は ,自 家用 乗 用 車

の 使 用 者 に よ る,自 家 用乗 用 車 の使 用 者 の た めの 社 団 法

人 と して,着 実 な歩 み を た ど っ て き た 。1977年4月 現

在,JAFは950,819名 の 会 員 を擁 し,百 万 会 員達 成 も

目前 に迫 っ て い る。 一 方,今 日の よ うな 車 社会 に もか か

わ らず,JAFの 何 た るか を 知 る人 が 微 々 た る もの で あ

る こ と も事 実 で あ る。試 み に,オ ー ナ ー ・ ドラ イバ ー に

次 の質 問 を し て み よ う。 「JAFを 知 って い ます か 。」

「?」 が大 方 の反 応 で あ る。 少 な く と も百 万人 の会 員 の

認 識 は深 い。 しか し,百 万 とい って もそれ は 自家 用 乗 用

車 総 数 の たか だ か5.4%強 に す ぎな い。 も っ と知 名 度 が

高 くて よい は ず と くや しが るの は 身 び い き とい う もの で

あろ うか。JAFは,世 界 の先 進 国の 間 では 国 連 の理 事

国 な み に重 視 され て い るだ け に,一 層 は が ゆい 思 い を す

る の で あ る。 とは い え,国 際 的 に 日本 を代 表 す る唯 一 の

オ ー ナ ー ・ ドライ バ ー の ク ラブ とし て のJAFは ,昭 和

48年 の 石 油 シ 。 ック以 降 の不 況 に もあ ま り左 右 され る こ

と もな く,業 績 は 向上 の 一 途 をiど っ て い る(昭 和52年

度 予算 規 模100.3億 円)。 前 述 の よ うな ぼ う大 な 潜 在会 員

を かか え て,我 がJAFの 前途 に不 況 の 影 の さす こ とは

到 底 考 え られ な い 。

自画 自賛 が過 ぎた よ うで あ る が,日 本 情報 処 理 開 発 協

会 の200社 以 上 に の ぼ る賛 助 会 員 の な か で は,や は り若

干 毛 色の 変 っ た会 員 で あ る こ とは,読 者 に推 察 し てい た

だ け る と思 う。JAFの 事 業 は 間 口 が広 い。 それ が 「J

AFと は?」 とい う質 問 にズ バ リ答 え られ な い とい う悩

み に も通 じて い る。 「車 が 故 障 した ら,早 速 サ ー ビス ・

カー を差 しむ け ます」 で は,JAFが オ ー ナ ー ・ ドラ イ

バ ー(会 員 ・非 会 員 と も)に 提 供 す るサ ー ビ ス の 一 面

(き め手 の サ ー ビス で は あ る が)を 説 明 す るに す ぎな

い。 その 他 の十 指 に余 る サ ー ビス の 詳 細 に つ い ては 省 略

す るが,こ れ らを歌 の 文 句 の よ うに調 子 よ くま と め られ

る工 夫 は な い もの か と,し き りに思 うの で あ る。 この よ

うに 多岐 に わ た るサ ー ビス を会 員 に提 供 し てい るた め,

仕事は繁忙の一語につ きる。会員の増加につれ人力処理

が限界に近づいてくるのは当然の成行きであった。 こと

に,3大 都市圏をかかえる関東,中 部,関 西の3地 方本
　

部は,昭 和45年 から逐次電算化せざるを得な くな っ た

が,そ の結果会員管理業務 と経理業務について合理化の

実があがったのはい うまで もない。 さらに昨年頃から,

残る地方本部(九 州,中 国)が 人力処理に音をあげ始め

た。 ここに至 って,JAFと しては全国を一元化したE

DPSを 考慮すべ き機が熟したということができる。と

い う訳で昨夏以降電算化のためのワーキング ・グループ

が検討を重ね,12月 に事務合理化推進室が発足して電算

化の作業はにわかに活発の度を加えた。JAFの 業務の

間口の広さか ら,電 算化の適用業務 も種々考 え られ る

が,会 員のための団体 としては,何 はさておいても会員

の利便向上につながる管理業務を電算化することが緊要

と考えられた。本番は明53年4月 とされ,準 備期間 とし

ては必ずしも世間なみに長いものとはいえないが,幸 い

にもこれまで地方レベルで実施してきた電算化の経験の

蓄積 もあるため,開 発スケジュールはまずまず順調に進

行している。ただし,オ ンライン・リアルタイム ・シス

テムの導入であるため,未 知のことも多く,ま た投下資

金 もかな りな ものになる。それだけに,導 入が成功して

軌道に乗 り,時宜を得た経営管理の実があがり,会員に対

するサービスの質 ・量両面での飛躍的向上を目のあた り

にすることが,我 々のひたす らな念願でもある。本番ま

でいよいよ多忙になるであろ う日々を前にして,そ の道

では先輩であるJIPDEC会 員各位の御指導を心から

お願いしたいと思 う。取 りとめもな く書いてきたこの駄

文の本音 も,結局 ここにあったような気 もするのである。

投 稿 歓 迎
、会員サロン

、は当協会の賛助会員になって

いただいている皆様がた,相互の交流の場です。

原稿の内容は自由です。会員の方々のご投稿

を歓迎いたします。原稿の長さは400字 詰め原

稿用紙7～8枚 です。掲載分にはお礼をさしあ

げます。
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"STAGE"統 計 集 計 プ ロ グ ラ ム ジ
ェネ レ ー タ

提 供 ソフ トウ ェア の紹 介(1)

当協会で は情報処理の高度化,効 率化 をはか るため従来か ら

汎用性の高 い各種 ソフ トウ ェアの開発 をすす め広 くユーザ の利

用 に供 していますが,今 号か ら これ らの ソフ トウ ェアか ら,い

くつかを選 び,そ の概要 を紹介 してい く予定 です。

今 号はSTAGE(統 計集計 プ ログラムジ ェネレータ)を と

りあげました。

STAGE-H,N,F,T(StatisticsTabulatingPro-

gramGenerator)は,統 計 集 計 な らびに 製 表 プ ログ ラ

ム を簡 単 な 記 述 でだ れ もが容 易 に作 成 で き るよ うに 考 案

し た もの で,マ シ ン ・イ ンデ ペ ン ドとい う点 を考 慮 し,

よ り汎 用性 を高 め た(シ ス テ ムそ の もの をCOBOLに

て 開 発 す る と と もに,ジ ェネ レー シ ョン され るプ ログ ラ

ム もCOBOLの プ ログ ラム で あ る。)ジ ェネ レー シ ョ

ン形 式 の シ ス テ ム で す。

★ この シ ス テ ム の機 能 は

この シス テ ム が保 有 す る処 理 プ ロセ スに は,CARD

TOMTル ー チ ン,MERGEル ー チ ン,SORTル

ー チ ン
,集 計編 集 ル ー チ ン,印 刷 ル ー チ ン,操 作 手順 表

作 成 ル ーチ ンが あ り,集 計編 集 の み でな くフ ァイ ル処 理

の 機 能 も有 して い ま す。

集 計 編 集 に 関 して は5種 類 の 表 形 式 の 製 表 が で き,こ

れ らは 任 意 に選 択 で きま す。

★このシステムの効果は

・統計表作成の迅速化がはかれます。

目的とするプログラムの作成を容易に,極 めて速 く

行うことができ,さ らにプログラム ・テス ト作業が

ほとんど不要 とな るため,正 確な統計表の作成が迅

速に行えます。

・専門プログラマーを必要 としません。

STAGE言 語は,コ ンピュータの知識のない人で

も数時間の講習で使用す ることができるので,統 計

表作成のための専門プログラマーを使わずにすみま

す。

・統計表作成費用の削減ができます。

プ ログラマーの トレーニング ・コス トの減少,プ ロ

グラムの作成の人件費の減少,テ ス ト不要によるコ

ンピュータの使用時間の短縮等,統 計表作成費を大

幅に削減できます。

・操作が非常に容易です。

このシステムによってジェネレー トされたプログラ

ムを使用して統計表を作成する場合,ジ ェネレーシ

ョン時に同時に作成 される操作手順表に従 って運用

できるので操作が非常に容易 です。

★STAGE言 語

1.周 辺機器指定

統計表を作成するときの計算機周辺情報(プ ログラ

ム名,機 種,メ モリー等)を 指定します。

一24一

2.対 象データ(INPUT)

ファイルの様式およびデータの様式を指定します。

3.表 章,表 側,表 題(TABLE)

統計表の様式(表 形式,印 刷様式,デ ー タの選択

等)を 指定します。

4.合 計欄,比 率欄(CALC)

統計表の各要素間に演算指定をし,よ り複雑な統計

値を求めることができます。

●
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★このシステムを利用しての統計表作成までの流れ

ン 江 平 レ
」一ークー シ

ステ ム

COBOL
COMPILER

LINKAGE
PROGRAM

STAGE
ソースツけグラ∨

STAGE

GENERATION

オプ ジ

ェク トプ

ロク'ラム

COBOL
COMPILE&

LINKAGE

ロー ド

ライブ
ラリー

RUN

(統計表作成)

糸充;i'1'表

リステ ィング

(1)ソ ー ス ・プ ロ グ ラ ム ・ リス ト

一 ■-

1
　

-一't t・・』ノ(1)

(STAGEン ペテ ム カ リこ行,

バ ラメーータお よび

エ ラー リス ト

〔使用例〕

i
ス ア ツプ(2)

lSTAGEシ ステム{lt:IJの:;:行)

ステップ(3)

(統計表作成)
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ス テ ップ(4)

(統 計表 リスティンク')
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◎ 稼 動 機 種

STAGE-N… …HITAC8400UP

STAGE-N… …ACOSシ リー ズ77NEACシ ス

・
テ ム600/700

STAGE-F… …FACOM230-60/75

STAGE-T… …TOSBAC,5600

お問い合わせについて

他の提供 ソフ トウェアまたは詳しい内容等につきま

しては下記までご連絡 ください。

当協会開発部ソフ トウェア普及担当

電話(03)434-8211

内線205
、
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1一第2次 渡米システム監査研修団1
1参 加 者 募 集 に

つ い て … 一ーーー ー バ

一一7月15日 説 明 会 を 開 催

当 協 会 で は,コ ン ピ ュー タの有 効 利 用 と弊 害 の 除 去 を

はか る た め,か ね て か ら 「シス テ ム監 査」 の必 要 性 を提

唱 し,こ れ に 関 す る調 査 研究 とシ ス テ ム監 査 実 施 の た め

の 体 制 づ く りを 推 進 して ま い りま し た。

その 一 つ と して 昭和49年 に 引続 き,今 秋 第2次 渡 米 シ

ス テ ム監 査 研修 団 を 派 遣 す る こ とに な りま し た。

研 修 内 容 はIH発 前,1～2日 の 事 前研 修(国 内),渡

米 後,現 地 に お け る基 礎 セ ミナ ー,実 務 セ ミナ ー,及 び

全 米 各 地 の 政府 機 関,民 間 企 業等 の実 態 調 査(訪 問)と

な って い ま す。

シ ス テ ム監 査に つ い て の 関心 が 内外 と も高 ま って い る

お りか ら,と くに コン ヒ。ユ一 夕部 門の 管 理 者,監 査 部 門

の シス テ ム監 査 ご担 当 の方 々の ご参 加 をお す す め い た し

ま す。

な お,研 修 内 容,参 加 要 項 な ど は次 の とお りです が,

この 研修 団 の編 成 に先 立 ち,き た る7月15日(金)午 後

2時 か ら当協 会 第1会 議 室 で説 明 会 を 開催 い た し ます 。

研修 団 に参 加 ご希 望 の 方 はぜ ひ お集 り下 さい 。

◇ 研 修 内 容

○ 事 前 研 修(出 発 前1～2日,国 内)

1.シ ステ ム監査基 礎 セ ミナ ー

米 国 の著 名 な シ ス テ ム監 査 会 社 で あ り,教 育 訓 練,コ

ンサ ル テ ィン グ,監 査 ソ フ トウ ェアの 開 発等 で 高 い評 価

を 受 け て い る コン ピ ュー タ ・オ ー デ ィ ッ ト・シ ス テ ムズ

社(ComputerAuditSystems,lnc.)の ス タ ッフ に よ

る1週 間 の セ ミナ 一-ig実施 し ます 。

H.シ ステ ム監査 実務 セ ミナー

米 国 内 部 監 査 人 協 会(TheInstituteofInternalAud-

itors,lnc.)のlnternationalEDPAuditingCommittee

主 な メ ン バ ー を 招 い て セ ミナ ー を 開 催 い た し ま す 。 同 協

会 は,昭 和50年SystemsAuditabilityandControl

reserchprojectを 発足 させ,こ の ほ ど,そ の 結 果 が ま

とま りま した の で,こ れ らを 中心 に実 務 サ イ ドか らの 問

題 点 を ほ り下 げ ま す 。

III.シ ステム監査実態調査(企 業訪問)

セ ミナ ー終 了 後,全 米 各地 の政 府 機 関 お よ び民 間 企 業

を 訪 問 し,シ ス テ ム監査 の実 態 を調 査 い た し ます 。 現 時

点 に お け る訪 問先 候 補(米 国商 務 省 標 準 局 推 薦)は つ ぎ

の とお りで す。

1.官 庁

①GeneralAcco皿tingOthce

②HEWAuditAgency

③NationalBureauofStandards

2.民 間 企 業

①Colgate-PalmoliveCo.

②MassachusettsMutualLifeInsuranceCo.

③U.S.SteelCorp.

④Pac三丘cGas&ElectricCo.

3.関 係 団体

TheInst三tuteofInternalAuditors,Inc.

な お,こ れ らの 訪 問先 につ い て は参 加 者 の ご希望 に よ

り追 加,変 更 が可 能 です 。

● 参加 要項

期 間10月22日(土)～11月15日(火),25日 間

定 員15名(参 加 申込 み の 受付 は8月 末 日ま で で

す が,そ れ 以 前 で も定 員 に な り次 第,先 着

順 に締 切 らせ て い た だ きま す。)

費 用1,380,ao円(航 空 運 賃,米 国 内移 動 交 通

費,ホ テル 料金,研 修 料 等 を含 み ます 。)

申込 み ・ 当 協 会 国際 部

問合 せ 先 電 話(03)434-8211内 線457

一26－
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マ イ コ ン あ れ こ れ

コ ン ピ ュー タの 技 術 は,と くに記 憶 素 子 の 面 で
,機 械

式 か ら真 空 管 式 へ さ らに 磁気 記憶 装 置 へ,そ して 小 さ

な 固 体 回 路 へ と技 術 は 目ま ぐる し く進 歩 して きま した。

こ とに 最 近 の マ イ ク ロプ ロセ 、.サの 出 現 は ,あ らゆ る

方面 で 効 果 を上 げ,こ れ を応 用 した シ ス テ ムは す でに 数

多 く開発 され てお り,何 らか の 制 御 を必 要 とす る よ うな

製 品 には,す べ て 対 象 とな る とい わ れ,こ れ を必 要 とす

る分 野 は ます ます 拡 大 され る もの と大 きな 期 待 が寄 せ ら

れ てい ます 。

で は,マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ とは どの よ うな もの か とい

う と通 常 大 規 模 集積 回路(LSI)1個 な い し数 個 か ら

構 成 され た 小型 ・安 価 な 中央 処 理 装 置 で外 形 タ テ8ミ リ

× ヨコ23ミ リ位 の大 き さの もの をい い,マ イ ク ロコ ン ピ

ュー タ,一 いわ ゆ る マ・fコン の強力 な 心 臓 部 とな っ てい

ま す。

また,こ こに 出 て くる大 規 模 集 積 回路(LSI)と い

うの は,計 算,記 録,自 己制 御 の機 能 を組 込 ん だ もの を

タテ3ミ リ × ヨコ4ミ リ角 の 小 さな シ リコ ン片上 に埋 め

た もの です 。

この 製 法 は,4畳 半大 の設 計 図 を か き,そ れ を写 真 縮

刷 に よ って 徐 々 に 小 さ くし,タ テ3ミ リ × ヨコ4ミ リ角

に トラ ンジ ス ター と回路 を縮 少 し ます 。LSIは フ ォ ト

・リ トグ ラフ(写 真 触 刻 法)に よ
って 圧 縮 す る技 術 で 何

重 に も重 ね 立 体 的 構 図 に な って い る の で,小 さ く縮 刷 さ

れ て も複 雑 な 配線 が 可 能 に な りま し た。 これ1個 で1946

年 に 初 めて 作 られ た コ ン ピ ュー タ 「ENIAC」(真 空

管 を 約2万 本 内臓)と 同 じ く らい の 機 能 の も の が 得 ら

れ,消 費電 力 も約 千 分 の1に な った の で,そ れ ま で の コ

ン ピ ュー タ が 「電 気 食 い 虫」 と悪 口 い わ れた の も解 消 さ

れ ま した 。

このLSIの 出現 で 一

・ 電 子 部 品 の点 数 が大 幅 に減 少 で き,そ の結 果,信 頼

性 が向 上 し,ま た 製 造 コ ス ト・保 守 コ ス トの減 少 が計

れ る。

・ コ ンパ ク トに な り,ハ ー ドウ ェア の標 準 化 ・設 計 費

ミ ミ

ぜ

・憾

ミ曇,、

主 ・

'1檎wp「"』

マ イ コ ンキ ッ トの い ろ い ろ

の低 減 が計 れ る。

・ 装 置 の多 機 能 化 ・拡 張 化 が で き る
。

こ うして ミニ コ ンが 発 表 され た 頃,1万 ドル の計 算 機

が で きた と さわ が れ ま し た が,い ま や マ イ ク ロプ ロセ

ッサ で は10ド ル以 下 の安 い もの が現 わ れ て い ます 。

将 来 の方 向 とし て は,マ イ コ ンの 広 範 囲 な応 用 を め ざ

し て低 価 格 ・省 エ ネル ギ ー(電 力 な ど)・ 単 純 化 ・高 速

化 そ して 高 信 頼 性 が よ り一 層要 求 され て い ます が,こ れ

らは現 在 開 発 中 の超LSIが 解 決 して くれ る こ とで し ょ

う。

マイ コ ン の最 近 の 応 用 例 を み て み ま す と,キ ャッシ ュ

・レ ジ ス タ,魚 群 探 知 機 ,産 業 用 ロ ボ ッ ト,自 動 車 診 断

装 置,船 用 レー ダー,総 合廃 水 処 理 装 置,各 種 デ ー タ収

集,測 定 シ ス テ ム,POS端 末,分 散 型 コ ン ピ ュー タ ・

ネ ッ トワー ク制 御 シ ス テ ムな どの よ うな 業 務 用 ば か りで

は な く電 子 レ ン ジ,ミ シ ン,洗 濯 機 な どの 家 電製 品 へ の

応 用 や ミュー ジ ック ・シ ンセ ザ イ ザ ー,ビ デ オ ゲ ー ムな

ど趣 味,娯 楽 の分 野 に も拡 が って きま し た。

一風 変 わ った もの では カ ク テル の 自動 調 合 な ど とい う

の も現 わ れ て きま した 。

こ うし た状 況 か ら メー カ各社 も競 って マイ コ ン キ ッ ト

の拡 販 に の りだ し,ビ ジ ネ ス ユ ー スか ら ホー ムユ ー ス へ

の進 出 をは か って い ま す。 メー カー の ホ ンネ も,案 外 ア

マ チ ュアの チ エ を借 りて,コ ン ピュー タの新 しい 可 能 性

を追 求 す る とい う と ころ に あ るの か もし れ ませ ん。 あな

た も一 つ や ってみ ませ ん か 。

(宝塚修平 ・社会情報 システ ム研 究室)
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JIPDECだ よ
(ジ プ デ ック)

り

◇'効 率 的 な コン ピ ュー タ利用 の ために、

7月28・29日 第1回 シ ンポジ ウム

本年度第1回 の情報処理に関するシンポジウムは来た

る7月28・29の 両日機械振興会館6階66号 室で開催 され

ることになった。

テーマは 、効率的なコンピュータ利用のために、で以

下のサブテーマと講師が予定されている。

7月28日(木)

10:00～16:10

コ ン ピ ュー タの 効 率 的 利

用 を め ざ し て

㈱ エ ム ・エス ・ケ ー ・
シ ス テ ムズ

業 務 部 シ ス テ ム ・サ ポ
ー ト第 一 課

課 長 林 国 彦

システム設計の合理化
旭化成工業㈱システム
物流本部
システム管理部技術担

当副参事
名和小太郎

ス トラ クチ ュア ・プ ログ

ラ ミン グ手 法 で の効 率 に
つ い て

三 井銀行 システム開発 部

副 参 事 大 川 治 夫

7月29日(金)

10:30～16:10

ハ ー ドウエ ア,ソ フ トウ

エ アの効 率 的 利 用 に つ い

て

東 京瓦 斯 ㈱ シ ス テ ム セ
ン ター

コ ン ピ ュー タ室

係 長 松 浦 弘 道

効率的なオペレーシ ョン
㈱ 日本情報研究センター

第1シ ステム本部長代
理

時田 敬吾

費用対効果の分析手法に
ついて

日本航空㈱情報システ
ム部

管理室長 帆足 賢二

定 員100名

参 加 糎 助会話9;888R}(テ キスト昼
食代を含む)

申込み ・問合せ先

当協会普及課 電話(03)434-8211内 線449・535

◇ ソフ トウ ェア説 明会 を開催

7月13・14H名 古 屋市 で

当協会では これまでに開発したソフ トウェアの一部を

公開し,そ の普及をはかるため名古屋市で以下のように

ソフ トウェア説明会を予定している。

期 日7月13日(水)～7月14日(木)

会 場 愛知県中小企業センター8階 第4教 室

テーマ13日 統 計集 計 プログラム・ジェネレータ

``STAGE"

14日 データ・チ ェック・プログラム・ジェ

ネレータ

参加料1.両 日とも参加の場合

1名 につ き賛助会員8,000円

一 般10 ,000円

2.13日,14日 のどちらか1日 参加の場合

1名 につき賛助会員4,000円

一 般5 ,000円

3.1,2ど ちらの場合 も当日使用のテキス

ト,食 事代含む。

定 員40名(申 込み先着順)

申込先および照会先

当協会開発部ソフ トウェア普及担当

電話(03)434-8211内 線205

◇昭和52年 度 第1回 会 員例 会 開 く

当協会では今年度か ら定期的に賛助会員例会を開催す

ることとしているが,第1回 例会はさる5月10日,ジ 。

一ジ ・J・ フィ二一氏(ゼ ネラル ・エレクトリック副社

長)を 講師に招いて開催した。

テ ー マ 「今後の情報処理の方向を探る」

一集中処理対分散処理一

参 加 者 約130名

◇人 事異 動

さる5月25日 の理事会で次のとお り役員の選任が行わ

れた。

o新 任

専務理事 手島篤二(前 常務理事)

理 事 稲葉秀三(前 副会長)

〃 小口文一(日 本電信電話公社総務理事 ・技

師長)

〃 清田良知(㈲ 電波技術協会会長)

〃 小島 哲(㈱ 電子通信学会会長)

〃 小山雄二(情 報処理振興事業協会理事長)

o退 任

北野重雄(前 理事),北 原安定(同),小 松繁(同),

王置敬三(同),笠 原景一(前 監事)

なお,前 専務理事吉田 剛氏は 常勤顧問 に 委嘱 され

た。
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報告 書,映 画,ス ラ イ ドの ご案 内

◇51年 度報告書

情 報 処 理 の 分 散 と集 中

海 外 の情 報産 業

メ リヤ ス工 業 シ ス テ ム化 に関 す る調 査研 究 報 告 書(H)

経 営 計 画情 報 シ ス テ ム に関 す る調 査研 究(II)

総 合 貿 易 情 報 シ ス テ ノ調 欄:・;書(V)

アパ レル 産 業 シス テ ム化 普 及 ・促 進 に関 す る調 査研究 報 告
、1}:

アパ レル 産 業設 備 状 況 調 査報 告 書

国際 情 報 ネ ッ トワー クに 関 す る調 査 研 究 報 告 書

オ ン ライ ン需 要調 査報 告 書

シ ス テ ム ・コ ス ト調 査 報告 書

シ ス テ ム監 査体制 確立 へ の道

機械 工 業 に お け る マ イ ク ロ ・プUセ 、ソサ の 応 用 一 ∫…引,1}一一

日本 語 情 報処 理 シ ス テ ムの 研 究 開 発

コン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの 評 価 に 関 す る調 査 研究 報 告 揖

コン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クJIPNETの 研 究 開 発

ナ シ ョナ ルTPBSの 開 発 に 関 す る 研究
,

76情報化国際講演 ・討論会 新世代を迎えた情報処理技術

分 類 番 号

51-・ROO1

51ROO2

51--ROO3

51ROO4

51・ROO5

51.ROO6

51-ROO7

51-ROO8

51--ROO9

51-ROIO

51--RO11

51--RO12

51-・SOO1

51・-SOO2

51-一－SOO3

51--SOO4

会 議 録

上 記 報 告 書 の 発 売 は,コ ン ピ ュ ー タ ・エ ー ジ 社(電 話58!-5201)※1 ,

エ ス ト社(電 話434-8211内516)※2で も取 扱 っ て お りま す 、,

価 格

2,800円 ※1

4,900※1

W庫 な し

2,000※1

4,800※1

η 庫 な し

〃

W庫 な し

3,200※2

4,000※2

2,600※1

4,500※1

3,000※1

1,800

お よ び エ レ ク トVニ ク ス ・ダ ィ ジ

題 名

経 営 とコ ン ピ ュー

タ ー
コ ン ピ ュー タ とソ

フ トウ ェア

考 え る企 業

映

仕 様

画

16%カ ラー27分

116PS{カ ラー26分

16%カ ラ ー24il>

頒 布 価 格

醐 会員十 般
　

77,000円184,000「]]

77,000円84,000円

72,000円 …78,000P]

　
私 た ちの 情 報 戦 略116%カ ラ ー25分 …74,000円

,80,0001U

聖 の 離 を め16%・ ・二・・分188,… 円 .96,・ …

遍 ル ギ ー と情 報16%・ ・一・・分188,… 円、96,… 円

三吟 とコ ン ビ16.・K・ ・-25分175,… 円,81,…E・]

6Xt"ユ 一 夕 竺116%・ ・ 一・・分1・7・ …[・]184,…1・J

※貸 出料:賛 助 会 員,一 般 と も1日2,200円

映 画 の頒 布 ま た は貸 出 し ご希 望 の 方 は広 報 課

(電 話434-8211内 線525)ま で。

題

ス ラ イ ド ・テ キ ス ト

仕 ス ラ イ ド テ キ ス ト
名 機

賛助会員 一・ 般 賛 助会員 … 般

や さしい
FORTRAN

や さ しい

COI30L

や さ しい コ ン ピ ュ
ー タ

私 達 の コ ン ピ ュー
タ

M-

S35,00〔 〕F9・{O,OO{}lij70〔}V]8001iＬ

M

S4],0001U4G,00{)IIＬ

M:マ ウ ン ト,コ マ版

%㌣:半 分 売 り,%セ ッ ト

※貸 出 料:賛 助 会 員,一 般 と も1日1,00019

45(]iI」55〔 〕}Tj

M45,0〔)O[i」4fT),OO〔}II]

S35,00(ill」35,0r)0ド 」.

M5〔 〕,000円5〔},00()円

S40,0(}Oli]4〔}.〔)OOIt」-

」2㌻ノ26,0〔X;「L」26,000PＬ

S:ス ト リ ッ プ,u・ 一ール 版

SP:フ ジ ッ ク スSP-50〔}(リ 目

ヒ記 報告 、1}および ス ライ ド・ゾキ ス トの頒 布 ま たは 閲

覧 ご希 望の 方 は 普 及 課(電 話43482111勺 線535)ま で .、

(一 ■ 一 …"…""t-v-ve'"'…'""一 ー 一"ttt'… 一 万 一 …"'"""n-一""""""=一 一'"'"…'"'V-■ 「t"""…'ttt　 '"一 〃〃〃…ti・一 ・ve・'〃 〃〃…'一 一 一…t:i海外 の コ ン ピ
ュ ー タ 関 係 の ト ピ ッ ク ス を 紹 介 す る 海 外 情 報 イ ン デ ッ ク ス を 毎 月1回 発 行(無 料)し て お り ま す のi

i_二 三竺 竺 ㌧ 鷲 ㌧ 三1三 し甥1竺 三 三竺 二㌘:こ_ 、」it、、t-一.,、.、、_.___-1
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